
種 目 番 号
委託担当

 受付番号 －  連絡先   電話　671-3819

　　設       計        書

　１　委    託    名 横浜市資源集団回収伝票等処理委託

　２　履  行  場  所 受託者作業場所

　３　履行期間 □期間　令和５年４月１日　から令和６年３月31日　まで

　　　又は期限 □期限　令和　　　年　　　月　　　日　まで

　４　契約区分 □　確定契約   □　概算契約

　５　その他特約事項

　６　現  場  説  明   □不要  

  □要    （　　月　　日　　時　　分　場所    　　　　　　　　　）

　７　委  託  概  要 本委託は、横浜市資源集団回収登録団体及び

登録業者から提出された奨励金交付申請書類について、

委託者の指示に基づき処理するものである。

 令和５年度　一般会計　　歳出　　第 ９ 款  １ 項 ２ 目　12 節  委託料

 　　　           　

資源循環局業務課資源化係



　８　部　　分　　払

□ する （12回以内）

□ しない

部分払いの基準

履行予定月 数    量 単 位 単    価

   (概算数量) （円）

(51,701) 行

(341,492) 行

(47,434) 通

(43,216) 通

(15,586) 通

(4,400) 通

※単価及び金額は消費税等相当額を含まない金額
※概算数量の場合は、数量及び金額を　（　）　で囲む

委 託 代 金 額
￥ (            ) .-

内　　訳 委託作業費

￥ (            ) .-　　
　
消費税等相当額

￥ (            ) .-

横　浜　市　資　源　循　環　局

オ　同封文書の封入
令和５年４月
～令和６年３月 (               )

カ　奨励金交付申請書類封入・封緘
令和５年４月
～令和６年３月 (               )

(               )
令和５年４月
～令和６年３月

令和５年４月
～令和６年３月

イ　回収伝票の処理、データ作成
(               )

(               )
ウ　支払通知書作成

業 　  務  　 内 　  容 金       額　　（円）

 （概算金額）

ア　受付簿の処理
令和５年４月
～令和６年３月

エ　支払通知書封入・封緘
令和５年４月
～令和６年３月 (               )



　　　委　託　内  訳  書

名         称 形状寸法等 単位 摘     要

　　　横浜市資源集団回収伝票等処理委託

１　委託作業費

データ件数

ア　受付簿の処理 登録団体・登録業者 (51,701) 行 (               )

データ件数

イ　回収伝票の処理、データ作成 登録団体・登録業者 (341,492) 行 (               )

封筒の数

ウ　支払通知書作成 登録団体・登録業者 (47,434) 通 (               )

封筒の数

エ　支払通知書封入・封緘 登録団体・登録業者 (43,216) 通 (               )

封筒の数

オ　同封文書の封入 登録団体・登録業者 (15,586) 通 (               )

封筒の数

カ　奨励金交付申請書類封入・封緘 登録団体・登録業者 (4,400) 通 (               )

委託作業費計 (               )

２　消費税等相当額 (               )

３  委託代金額  (               )

P.    

数　 量 単 価（円） 金    額（円）

            横　浜　市　資　源　循　環　局



横浜市資源集団回収伝票等処理委託仕様書 

 

１ 委託概要 

 委託者と受託者は、横浜市委託契約約款に定めるもののほか、この仕様書に従い、横浜市資源集団回

収登録団体（以下「登録団体」）と登録業者（以下「登録業者」）から提出される奨励金交付申請書類に

ついて、委託者の指示に基づき受理及び処理をするものとする。 
 

２ 委託期間 

 令和５年４月１日から令和６年３月 31日 
 

３ 処理する書類 

(1) 「横浜市資源集団回収 登録団体 奨励金交付申請書」（以下「登録団体申請書」）（資料５） 

(2) 「横浜市資源集団回収 登録業者 奨励金交付申請書」（以下「登録業者申請書」）（資料６） 

(3) 「横浜市資源集団回収伝票」（登録団体が提出したもの 青色）（以下「登録団体回収伝票」）（資料

７） 

(4) 「横浜市資源集団回収伝票」（登録業者が提出したもの ピンク色）（以下「登録業者回収伝票」）

（資料８） 

(5)  計量証明（資料９） 

※ 「登録団体申請書」「登録業者申請書」を総称して「申請書」という 

※ 「登録団体回収伝票」「登録業者回収伝票」を総称して「回収伝票」という 

※ 「登録団体申請書」「登録業者申請書」「登録団体回収伝票」「登録業者回収伝票」「計量証明」を総

称して、「奨励金交付申請書類」という 
 

４ 業務内容（末尾のカナは設計書記載の業務内容と対応） 

(1) 登録団体・登録業者から提出された奨励金交付申請書類を、「奨励金交付申請書類の受付作業につ

いて」（P６）に基づき受理する。…ア 

 (2) 「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P17）・「Ⅱ 登録団体が提出し

た回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P19）に基づき、回収伝票と計量証明を照合し、計量

証明に基づく回収量を確定する。…イ 

(3) 「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）に基づき、回収伝票をデータ化…イ 

(4) 「Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理」（P22）に基づき、登録団体回収伝票と登

録業者回収伝票の回収量照合と訂正処理を行う。…イ 

(5) (1)・(2)・(4)において、書類の不備・相違点・疑問点等がある場合、「登録団体・登録業者への

問合せについて」（P10）に基づき、登録団体・登録業者へ電話・郵送等の手段により問合せを行う。

…ア 

(6) 「Ⅴ 支払通知書の作成」（P24）に基づき、支払通知書を作成する。…ウ 

(7)  作成した支払通知書の封入・封緘を行い、納品する。…エ 

(8) 委託者が用意した文書を支払通知書封入時に同封する（年数回予定）。…オ 

(9)  資源集団回収登録団体奨励金交付申請書類等の封入・封緘作業を行う（年１回、５月予定）。 

…カ 
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５ 業務に必要な機材、人員、場所について 

 受託者にて用意すること 
  

６ 処理を行う書類などの引渡し 

 (1) 引渡し物 

 
名称 媒体 内容 

引渡しスケジュール 

（資料１ 参照） 

参考 

ア 奨励金交付申請書類 紙 「登録団体申請書」 

「登録業者申請書」 

「登録団体回収伝票」 

「登録業者回収伝票」 

「計量証明」 

毎月（随時引渡し） 

 

 

 

イ 奨励金交付申請書類受付簿

データ（以下、「受付簿」） 

データ 

（加工可） 

登録番号・登録団体（業者）名・

代表者氏名（担当者がいる場合

は担当者も）・住所・電話番号 

毎月。実施月の翌月の 10日前

後 

様式１ 

様式２ 

ウ  督促状送付先リスト データ 

 

送付先氏名・郵便番号・住所等 実施月の翌々月の 10日前後 

 

 

エ 指定問屋リスト 紙 問屋名・電話番号等 4／1（変更があった場合は随

時引渡し） 

 

オ 奨励金交付対象外団体リス

ト 

紙 団体登録番号・登録団体名 4／1（変更があった場合は随

時引渡し） 

 

カ 支払通知書送付先リスト データ 送付先氏名・郵便番号・住所等 毎月。実施月の翌々々月の 18

日前後（資料１のとおり） 

 

キ 支払データ データ 支払通知書に載せるデータ。登

録団体・登録業者ごとの回収

量、奨励金金額等 

毎月。実施月の翌々々月の 18

日前後（資料１のとおり） 

 

ク 支払通知書に同封する文書 紙 支払通知書に同封する文書 同封する文書がある月の、支

払通知書送付先リスト、支払

データ引渡し日と同日 

 

 

(2) 引渡し場所 

ア 名称 

資源循環局業務課 

イ 所在地 

横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 23階 

ウ 連絡先 

電 話 ０４５－６７１－３８１９ 

ＦＡＸ ０４５－６６２－１２２５ 

 

業務課に備え付けの「資源集団回収ポスト」から定期的に

引取りを行ってください。 
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(3) 引渡しスケジュール 

   資料１「処理スケジュール表」参照 

 

７ 納品 

(1) 納品する物 

 
名称 媒体 内容 

引渡しスケジュール 

（仕様書資料１ 参照） 
参考 

ア 処理済みの登録団体受付簿・

登録業者受付簿 

データ  毎月。実施月の翌々々月 10日前後 

（例：4月実施→7月） 

様式１，２ 

イ 処理済みの奨励金交付申請書 紙 ※ 内寸法 315×230

×150（m/m）程度の段

ボール箱に入れて納

品すること（段ボー

ル箱は返却しませ

ん） 

 

毎月。実施月の翌々々月 10日前後  

ウ  処理済みの回収伝票・計量証

明 

紙 ※ 内寸法 315×230

×150（m/m）程度の段

ボール箱に入れて納

品すること（段ボー

ル箱は返却しませ

ん） 

毎月。実施月の翌々々月 10日前後  

エ 封入・封緘済みの督促手紙 紙  毎月。実施月の翌々月 15日前後  

オ 督促手紙・お知らせ手紙デー

タ 

データ  毎月。実施月の翌々月 15日前後  

カ 封入・封緘済みの支払通知書 紙  毎月。実施月の翌々々月 29日前後  

キ 奨励金交付申請書類に混入し

ていた書類 

紙  

 

 

随時  

ク 未提出登録団体リスト 

未提出登録業者リスト 

データ  毎月。実施月の翌々月 15日前後、

翌々月 29日前後、翌々々月 10日

前後 

様式６，７ 

ケ 処理済みの電話対応記録 データ  毎月。実施月の翌々々月 10日前後 様式８，９ 

コ 納品データ データ 「納品データの作成

について」（P41）のと

おり 

毎月。実施月の翌々々月 10日前後

（支払通知書データのみ支払通知

書の納品と同日） 

 

 

 

Ｐ８，９ 「☆ 返送の流れ」参照 
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(2) 納品場所 

資源循環局業務課 
 

(3) 納期 

資料１「処理スケジュール表」参照 

８ 個人情報の取り扱いについて 

 (1) 個人情報が含まれるもの 

   ア 紙データ 

    登録団体申請書（代表者氏名・住所） 

    登録業者申請書（代表者氏名・住所） 

    奨励金支払通知書（代表者（担当者がいる場合は担当者）氏名・住所） 

    ※他、奨励金交付申請書類に混入している書類等にも、重要な個人情報が含まれる場合がありま  

す。 

 

イ 電子データ 

登録団体 受付簿（代表者（担当者がいる場合は担当者も）氏名・住所） 

登録業者 受付簿（代表者（担当者がいる場合は担当者も）氏名・住所） 

督促状送付先リスト（住所・氏名） 

支払通知書送付先リスト（住所・氏名） 

    ※他、対応記録や問合せリストにも、重要な個人情報が含まれる場合があります。 

 

(2) 個人情報の取扱いについて 

ア 「個人情報取扱特記事項」（資料３）および「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事

項」（資料４）にもとづき、取り扱いについては細心の注意をはらうこと。また、「個人情報取扱

特記事項」にあるとおり、従事職員全員を対象とした研修を実施し、「個人情報保護に関する誓約

書」「研修実施報告書」を提出すること 

イ 他、個人情報に関する管理規定の整備など、個人情報の適正管理のため必要な措置を講じ、管

理体制について委託者に報告をすること。 

   ウ 個人情報が含まれる紙データについては、漏らすことなく委託者に提出すること。 

    電子データについては、受託者が責任をもって破棄し、委託者に「廃棄証明書」を提出すること。 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

本委託契約は、重要な個人情報が含まれる書類を、鍵付メールバッグにて取り扱うこととします。   

受託者は、引き取った後、ただちに処理を行い、メールバッグに書類の残りが無いよう、メールバッグの中を

ダブルチェックする等の対策を徹底してください。 
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９ その他 

(1) 上記に定めるものの他、業務の実施に関する事柄について、委託者と受託者が協議の上で決定す

ることとする。 

(2) 受託者は業務を行うにあたり、委託者と十分な連絡をとりながら処理を行うものとする。 

 

10 添付資料 

(1) 「奨励金交付申請書類の受付作業について」（P6） 

(2)  「登録団体・登録業者への問合せについて」（P10） 

(3)  「回収伝票と計量証明の処理方法と処理手順について」（P16） 

(4) 「Ⅴ 支払通知書の作成」（P24） 

(5) 「計量証明について」（P40） 

(6) 「納品データの作成について」（P41） 

(7)  「申請書および伝票の納品について」（P47） 

(8)  「資源集団回収登録団体奨励金交付申請書類等の封入・封緘作業について」(P49) 

(9)  資料１「処理スケジュール表」（P51） 

(10)  資料２「督促手紙・お知らせ手紙・支払通知書用窓付封筒書式（見本）と材質」（P52） 

(11) 資料３「個人情報取扱特記事項」（P53） 

(12)  資料４「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」（P57） 

(13) 資料５「横浜市資源集団回収登録団体申請書」見本（P58） 

(14) 資料６「横浜市資源集団回収登録業者申請書」見本（P59） 

(15) 資料７「横浜市資源集団回収伝票」（登録団体が提出したもの 青色）見本（P60） 

(16) 資料８「横浜市資源集団回収伝票」（登録業者が提出したもの ピンク色）見本（P61） 

(17) 資料９「計量証明」見本（P62） 

  (18) 様式１「登録団体受付簿」(P63) 

(19) 様式２「登録業者受付簿」(P64) 

 (20)  様式３「奨励金申請書類 引取確認書」(P65) 

(21) 様式４「送付書・収受確認書」(P66) 

(22)  様式５「送付書・収受確認書（変更届用）」(P67) 

(23) 様式６「未提出登録団体リスト」(P68) 

(24) 様式７「未提出登録業者リスト」(P69) 

(25) 様式８「登録団体電話対応記録」(P70) 

(26) 様式９「登録業者電話対応記録」(P71) 

(27) 様式 10「郵便番号別集計表」(P72) 

(28) 様式 11「区別集計表」(P73) 

(29)  様式 12「複数枚業者一覧」(P74) 
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奨励金交付申請書類の受付作業について 

 

奨励金交付申請書類については、業務課から、「処理スケジュール表」（資料１）の日程でお渡しいたしますので、

以下の順番で受付作業をしてください。 

 

１ 封筒を開き、書類の内容を確認してください。 

奨励金交付申請書類以外の書類が同封されている場合は、送付元が分かるようにした上で、直ちに、各収集

事務所あるいは業務課に返送してください。 

 

２ 「登録団体 受付簿」（様式１）「登録業者 受付簿」（様式２）に、受付日を入力してください。（処理終了後、処 

理日を入力してください） 

３ 申請書及び伝票の日付が〆切期限内（実施月の翌々月５日。５日が土曜日・日曜日・祝日の場合は、５日以 

降の最初の平日）であることを確認してください。〆切期限を過ぎているものは、有効な申請書類とする受理期限 

を月ごとに業務課に問い合わせてください。 

４ 申請書の記載内容を確認してください。 

申請書の「申請日・登録番号・登録名・氏名・住所」にレ点で確認済みのチェックを入れてください。空欄がある 

場合・不備がある場合は、申請書に赤字で訂正・補記を行ってください。 

 

 

 

５ 回収伝票と申請書を突合し、回収伝票の記載内容を確認してください。 

回収伝票の「実施年月日、団体登録番号、団体名、業者登録番号、業者名」にレ点で確認済みのチェックを入

れてください。空欄がある場合・不備がある場合は、回収伝票に赤字で訂正・補記を行ってください。 

６ 申請書及び伝票内容の確認・問合せ 

確認が必要なものについては、「登録団体・登録業者への問合せについて」（Ｐ10）に基づき、登録団体・登録 

業者に問合せを行ってください。 

 

※ 業者名が受付簿にのっていない場合 

受付簿に記載がない回収業者は、登録外業者です。登録外業者による回収は奨励金交付の対象となりま

せん。登録外業者が記載されている回収伝票については、入力を行わないでください。 

また、登録外業者による回収のため、奨励金が交付できないことを支払通知書に記載する必要があるので、

支払通知書作成時にデータを入力できるよう、メモを残すなどしておいてください。（「納品データの作成につい

て(3)回収訂正伝票データ」(P43)参照。） 

 

 

 

Ｐ８，９「☆返送の流れ」参照 

Ｐ10「登録団体・登録業者への問合せについて １問合わせが必要な事項につい

て」を参照し、必要な事項については、必ず問合せを行った上、訂正してください。 
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☆ 奨励金申交付申請書類の流れ 

 
 
 
                     
 
 
 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

登録団体 登録業者 

郵送 

持参 郵送・持参 

業務課内設置ポスト 

各収集事務所 

鍵付の専用メールバッグに

入れ施錠 

受託者 

随時、引取りをする。 

引き取ったら、 

引取確認書（様式３）にサインをする。 
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☆ 各事務所へ変更届返送の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     

  
 
 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

業務課  

各収集事務所 

受託者 

鶴見事務所

 

・ 収受確認書（様式４）（コピーしたものを控え

としてとっておいてください） 

      ＋ 

変更届が混入していた場合は・・・ 

・ 資源集団回収団体登録事項変更届出書（送

付元が分かるよう、封筒等も付けてください） 

・ 送付書（様式５）（コピーしたものを控えとし

てとっておいてください） 

 

事務所ごとに分けて 

クリアファイルに入れ・・・ 

メールバッグに入れ、 

必ず鍵をかける 

随時、引渡し 

鶴見事務所

 

西事務所 神奈川事務所

 

・・・・ 
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☆ 業務課への混入書類返送の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     

  
 
 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

業務課  

受託者 

 

 

 混入書類（控え、月次報告書など変更届以外の書類） 

※封筒も付けてください。混入書類と封筒のみでは団体・業者の

特定ができないことがありますので、封筒に登録番号を書いて

おいてください。 

 

メールバッグに入れ、 

必ず鍵をかける 

随時、引渡し 
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登録団体・登録業者への問合せについて 

 

１ 問合せが必要な事項について 

  問合せが必要な場合は以下の二つが考えられます。 

(1) 書類未提出 

提出〆切（実施月の翌々月５日。５日が土曜日・日曜日・祝日の場合は、５日以降の最初の平日）を過ぎて

も、登録業者回収伝票と照合する登録団体回収伝票の提出がない、または、登録団体回収伝票と照合する

登録業者回収伝票の提出がないとき 

(2) 書類不備 

奨励金交付申請書類の記載内容に空欄や不備等があり、正しい申請内容・数量を算定するために、記載

内容について確認をする必要があるとき（P12 表のとおり） 

 

２ 問合せと記録について 

(1) 書類未提出の場合、受託者は、「未提出登録団体リスト」（様式６）「未提出登録業者リスト」（様式７）を作成 

し、実施月の翌々月の 15 日前後に業務課にメールで１回目として提出してください。また、業務課が引き渡し 

た「督促状送付先リスト」をもとに、業務課が用意した封筒に督促手紙（P13,14「督促手紙文例」参照）を封入 

し、同日に業務課に納品してください。 

登録業者回収伝票と照合する登録団体回収伝票の提出がない場合で、登録業者奨励金単価が０円でな

い回収品目が登録業者回収伝票に記載されている場合は、登録業者に対してお知らせ手紙（P15「お知らせ

手紙文例」参照）を作成・封入し、督促手紙と同日に納品してください。 

（「奨励金交付対象外団体リスト」に記載されている登録団体については、督促手紙及びお知らせ手紙を作 

成しないでください。） 

納品後、業務課で確認を行ったうえで送付します。 

督促手紙及びお知らせ手紙により登録団体、登録業者から電話での問合せがあった場合は、「登録団体電 

話対応記録」（様式８）、「登録業者電話対応記録」（様式９）に内容を記載することとします。その後、実施月

翌々々月の 10 日前後の納品の際には、最終的に未提出の登録団体、登録業者について、２回目のリストに

記載し提出してください。 

(2) 書類不備の場合、受託者は電話により登録団体・登録業者の代表者等（担当者のいる登録団体について 

は担当者への連絡を優先することとします。）に直接連絡をとり、「登録団体電話対応記録」（様式８）、「登録

業者電話対応記録」（様式９）に内容を記載することとします。 

様式８および様式９は実施月翌々々月の 10 日前後の納品の際に、提出してください。 

(3) 電話対応により、登録団体・登録業者からの依頼事項やクレーム等、業務課への引継ぎが必要な場合は、

業務課に電話で連絡してください。 
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３ 電話による問合わせ方法について 

(1) 午前９時から午後５時までを目安に問合せの電話を受け付けるようにしてください。 

(2) 留守番電話になった場合は、メッセージ（要件、連絡先）を残してください。ただし、要件は「資源集団回収の

ことでお電話しました」程度にとどめ、督促の具体的な内容は残さないようにしてください。 

(3) 担当者（あるいは代表者）本人以外（ご家族など）が電話に出られて伝言をお願いした場合、折り返しの連絡

を求めていなくても、本人から確認の電話がある場合があります。伝言の際には電話に出られた方に連絡先

を必ず伝えるようにしてください。 

 

４ 書類未提出の場合の問合わせの流れ（目安） 

実施月翌々月 ５日 提出〆切 

        10 日 資源集団回収ポストに到着した書類の引取り 

        15 日 未提出団体リスト（未提出業者リスト）提出（１回目） 

                 督促手紙・お知らせ手紙納品 

翌々々月 ５日 この日までに回収ポストに到着しているものまで有効とし、書類引取り 

     10 日 未提出団体リスト（未提出業者リスト）提出（２回目） 

※上記の流れは目安です。上に示した日が土曜日、日曜日、祝日に当たる場合はその日以降の最初の平日

としてください。 

※督促手紙・お知らせ手紙は封筒を団体登録番号順、業者登録番号順にして納品してください。 

 

5 督促手紙・お知らせ手紙データ 

督促手紙・お知らせ手紙については、下記の形式で、手紙の納品日と同日に、データをメールで提出してくださ

い。 

(1) ファイル形式 

ＰＤＦ形式 

(2) ファイル名 

下記のとおり、各ファイルに分けて作成してください。各ファイルのデータは、登録番号順にしてください。 

ア  「○○年○○月実施分登録団体督促手紙データ」 

イ  「○○年○○月実施分登録業者督促手紙データ」 

ウ  「○○年○○月実施分登録業者お知らせ手紙データ」 

 

6 督促手紙・お知らせ手紙記載書式 

（1） 書式 

P13 から P15 までの文例を参照のうえ作成してください。 

（2） 印刷用紙 

グリーン購入法の基準に適合した用紙を使用してください。 

（3） 印刷位置 

登録団体・登録業者の番号、名称、送付先郵便番号、送付先住所、送付先氏名は、窓付き封筒の窓から

見える位置に印刷してください。 
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7 封入・封緘 

業務課が指定する書式・材質の窓付封筒(資料２「督促手紙・お知らせ手紙・支払通知書用窓付封筒書式（見

本）と材質」）を受託者にて用意し、作成した督促手紙・お知らせ手紙を封入・封緘してください。 

 

※督促手紙・お知らせ手紙封入の注意事項 

督促手紙・お知らせ手紙は個人情報を含んでいます。個人情報の紛失・誤送付が起こらないよう、封入に当

たっては下記のチェックを必ず行ってください。本件の発送は窓付き封筒で発送するため、宛名と発送物が不一

致となることはありませんが、同一封筒に複数の発送物が混入し、誤送付となる危険性があります。 

横浜市では、横浜市の取扱う事務において、個人情報の紛失・誤送付が発生した場合は、事実関係について

必ず記者発表することにしています。万が一にもこのような事態が生じることのないよう、取り扱いについては厳重

に行なってください。 

(1) 印刷物の枚数確認 

印刷した督促手紙・お知らせ手紙の枚数を数え、発送件数と一致しているか確認すること。 
 

(2) 封入後の確認 

封入された封筒の窓を見て、宛名が印字されているかどうか、督促手紙・お知らせ手紙が封入されているか

どうか（空封筒がないかどうか）を確認すること。 

また、糊付けの具合を見て、適切に封緘されているか（糊付けが弱くないか）、複数の封筒が貼り付いていな

いかを確認しながら封筒の数を数え、封筒の数が発送件数と一致しているかどうか確認すること。 

 

8 申請書類確認後の処理について 

  登録団体・登録業者に確認をとったものに関しては、聞き取った内容を、赤ペンまたは鉛筆で、奨励金申請書 

類に補記し、分かりやすいよう、該当箇所に付箋を貼ってください。 

 

☆記載内容についての確認が必要であるもの 

種類 不備内容 処理内容 

申請書 実施月が、回収伝票と異なるもの 提出者（登録団体または登録業者）に問

合せをし、赤字で訂正・補記する 

登録団体

申請書 

伝票枚数が、実際に添付されている回収伝票の枚数と

異なるもの。また、空欄であるもの 

登録団体に確認し、枚数の記入に誤りが

あれば赤字で訂正・補記する。回収伝票

に過不足がある場合は、提出依頼または

返却を行う 

回収伝票 実施月が、申請書と異なるもの。また、空欄であるもの 提出者（登録団体または登録業者）に問

合せをし、赤字で訂正・補記する 

回収伝票 回収方法に○印がないもの 提出者（登録団体または登録業者）に問

合せをし、赤字で補記する 

回収伝票 団体登録番号・団体名のどちらにも記載がないもの。ま

た、業者登録番号・業者名どちらにも記載がないもの 

提出者（登録団体または登録業者）に問

合せをし、赤字で補記する 
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☆督促手紙文例（登録団体宛） 

（文例） 

                                                              

                                                                    ○年○月○日 

 

 

 

 

資源集団回収登録団体 御中                 

資源集団回収奨励金交付申請について 

 

 ○年○月実施分の資源集団回収奨励金交付申請は○月○日（○）が書類の提出期限でしたが、貴団体につきましては以下のとお

り未提出書類があり、奨励金交付の手続きを行うことができません。 

 お忙しいところ恐縮ではございますが、○月○日（○）までに必ず書類の提出をお願いいたします。期日までにご提出のない場合は、

○月実施分の奨励金は交付されませんのでご了承ください。 

 なお、すでに書類を提出されている場合は、至急下記お問合わせ先へご連絡をお願いいたします。 

 

 ・未提出書類 

  奨励金交付申請書（第４号様式）              集団回収伝票（青色）（第３号様式） 

 

 

 

 

・最終提出期限 

○月○日（○）必着 

・提出先 

〒231-0005 中区本町６-50-10 23 階 横浜市資源循環局 

資源集団回収ポスト 宛 

                                  <問合わせ> 

                                   横浜市資源集団回収伝票等処理委託 令和〇年度受託業者 

                                  株式会社 ○○○○ 担当：○○  

                                  電話番号：○○○-○○○-○○○○ 

                                  ※個人情報につきましては、横浜市との契約事項に基づき、 

 適切な保護措置を講じます。 

☆督促手紙文例（登録業者宛） 

奨励金交付申請書 

・・・・・・・・・・・ 

資源集団回収伝票 

・・・・・ 

登録団体番号 

登録団体名 

登録団体送付先郵便番号 

登録団体送付先住所 

登録団体送付先氏名 
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（文例） 

                                                             

                                                                                           ○年○月○日 

 

 

 

 

 

資源集団回収登録業者 御中 

 

資源集団回収奨励金交付申請について 

 

 ○年○月実施分の資源集団回収奨励金交付申請は○月○日が書類の提出期限でしたが、貴社につきましてはご提出をいただい

ていないため、奨励金交付の手続きを行うことができません。 

 お忙しいところ恐縮ではございますが、○月○日（○）までに必ず書類の提出をお願いいたします。期日までにご提出のない場合は、

登録団体に対しても○月実施分の奨励金の交付ができなくなりますのでご注意ください。 

 なお、すでに書類を提出されている場合は、至急下記お問合わせ先へご連絡をお願いいたします。 

 

 

・最終提出期限 

○月○日（○）必着 

 

 

・提出先 

〒231-0005 中区本町６-50-10 23 階 横浜市資源循環局 

                   資源集団回収ポスト 宛 

 

＜問合わせ＞ 

横浜市資源集団回収伝票等処理委託 令和〇年度受託業者 

株式会社 ○○○○  担当：○○ 

電話番号：○○○-○○○-○○○○ 

※個人情報につきましては、横浜市との契約事項に基づき、 

                                   適切な保護措置を講じます。 

 

 

登録業者番号 

登録業者名 

登録業者送付先郵便番号 

登録業者送付先住所 

登録業者送付先氏名 
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☆お知らせ手紙文例（登録業者宛） 

（文例） 

                                                             

                                                                                           ○年○月○日 

 

 

 

 

 

資源集団回収登録業者 御中 

 

資源集団回収奨励金交付申請について（お知らせ） 

 

 ○年○月実施分の資源集団回収奨励金交付申請は○月○日が書類の提出期限でしたが、以下の登録団体については、貴社から

回収伝票（登録業者用）のご提出があった実施日の回収伝票（登録団体用）を、提出期限までにご提出いただいておりません。 

 登録団体には、○月○日（○）を最終提出期限としてお手紙を送付しておりますが、最終提出期限までに登録団体からご提出のな

い場合は、当該登録団体の未提出分について、貴社に対しても奨励金が交付されませんので、ご了承ください。 

  

 

 

 

回収伝票が提出されていない団体 

        

        

 

 

 

 

＜問合わせ＞ 

横浜市資源集団回収伝票等処理委託 令和〇年度受託業者 

株式会社 ○○○○  担当：○○ 

電話番号：○○○-○○○-○○○○ 

※個人情報につきましては、横浜市との契約事項に基づき、 

                                   適切な保護措置を講じます。 

 

登録番号 団体名
○○-○○○ ○○町内会
○○-○○○ ○○子ども会

登録業者番号 

登録業者名 

登録業者送付先郵便番号 

登録業者送付先住所 

登録業者送付先氏名 
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回収伝票と計量証明の処理方法と処理手順について 

１ 処理の目的 

(1) 回収伝票の回収量を、計量証明と一致させること 

(2) 登録団体の回収量と登録業者の回収量を一致させること 

(3) 回収伝票の訂正内容を含んだ支払通知書を作成すること 

 

２ 処理する書類 

(1) 登録団体回収伝票（青色） 

(2) 登録業者回収伝票（ピンク色） 

(3) 計量証明（「計量証明について」（P40）参照） 

 

３ 処理手順 

Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理 （P17） 

Ⅱ 登録団体が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理 （P19） 

Ⅲ 回収伝票のデータ化 （P21） 

Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理 （P22） 

Ⅴ 支払通知書の作成 （P24） 
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Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理 

 

【Ａ 登録業者が登録団体の資源物を回収している場合の処理方法】 

登録業者から提出された、回収伝票に記入されている数量（kg）と計量証明に記入されている数量（kg）が一致

しているかどうかについて、回収伝票ごとに確認を行ないます。 

手順 作業内容 注意点 

１ 

回収伝票と計量証明のペアを確認します。基本的

には、回収業者が回収伝票と計量証明をペアにして

提出してきます。 

 

アルミ缶やびんの計量証明は、回収伝票とペ

アになっていない場合があります。団体別の内訳

書がついている場合にはそれを見てチェックしてく

ださい。 

まったくペアになっておらず、回収伝票と計量

証明の関係がわからない場合は、登録業者に確

認を行ってください。 

※回収伝票枚数の確認は、1 業者分の作業が終

了した後でも可 

２ 

紙類の計量証明を発行した問屋が、横浜市が指定

する問屋であるかどうかを、「指定問屋リスト」で確認し

てください。確認が終了したら、計量証明の問屋名に

鉛筆でチェックを入れてください。 

指定した問屋以外の計量証明は無効となり、その分

の回収量は回収伝票の数量から差し引き、回収伝票

を赤字ボールペンで訂正してください。また、「納品デ

ータの作成について（5）指定外問屋リスト」（P45）を参

照し、「指定外問屋リスト」をエクセルデータで作成して

ください。 

回収伝票を訂正した場合は、支払通知書に訂

正内容を記載する必要があるので、訂正内容の

メモを残すなど、後で訂正データを作成できるよう

にしておいてください（「納品データの作成につい

て(3)回収伝票訂正データ」（P43）参照）。 

金属類・びん類・布類のみの計量証明につい

ては、「指定問屋リスト」で確認を行う必要はありま

せん。 

３ 

回収伝票に記入されている回収日と計量証明に記

載されている計量日の整合がとれているか、回収伝票

に記入されている数量（kg）と計量証明に記入されて

いる数量（kg）が一致しているかどうか品目別に確認し

ます。 

回収伝票１枚について計量証明が複数ある場合

は、品目別に集計を行い、確認します。 

確認が終了したら、回収伝票と計量証明の日付に

鉛筆でチェックを入れてください。 

※びんは 1 本当たり 0.5kg として換算します 

 

計量証明は、奨励金を支出する根拠となる書

類です。適切な証明書が添付されていないもの

は、「計量証明について」（P40）を参照し、処理を

してください。 

計量証明に複数の団体内訳が記入されている

場合は、内訳の合計と計量証明の合計が一致し

ているかどうか品目別に確認した後（一致しない

場合は回収業者に連絡し、確認）、団体ごとに確

認作業をしてください。その際、計量証明と回収

伝票の対応表を作成するなどし、計量証明の見

落としが絶対にないよう、十分注意してください。 

 

17



手順 作業内容 注意点 

４ 

手順２、３の確認により、（回収伝票の数量）＞（計

量証明の数量）となった場合は、回収伝票を計量証

明の数値に赤字ボールペンで訂正してください。 

（回収伝票の数量）＜（計量証明の数量）となった

場合は、訂正の必要はありません。 

チェックが終了したら回収伝票の合計欄に鉛筆でチ

ェックを入れてください。 

訂正した場合は、支払通知書に訂正内容を記

載する必要があるので、訂正内容のメモを残すな

ど、後で訂正データを作成できるようにしておいて

ください。（「納品データの作成について(3)回収伝

票訂正データ」（P43）参照） 

品目の入れ違い（雑誌と段ボールの数量を間

違えて回収伝票に記入している）など、明らかな

転記ミスとわかるようなものについては、回収伝票

の入れ違いを正すなどの処理をしてください。 

５ 

１業者分全ての回収伝票確認が終了したら、回収

伝票を団体番号順、日付順にし、ひもで綴じ込んでく

ださい。 

また、１枚の計量証明で複数の団体の計量を行っ

ている場合の計量証明は、登録番号が一番若い回収

伝票に添付してください。 

「エ 訂正の理由」（P44）の理由番号 0・2・7 に

よりデータの訂正が必要となる場合は、まず登録

業者に問合せをし、再提出の依頼や訂正処理を

行ってください。 

  以上で 1 業者分の確認作業が終了します。全ての業者について同様の確認作業を行ってください。作業中、不

備や疑問点がある場合には、登録団体・登録業者に確認し、問合せを行ってください 

 

 

 

【Ｂ 登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合の処理方法】 

登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合は、回収伝票の回収方法欄が持ち込みとなり、登録団体

が計量証明を提出するので、登録業者は回収伝票のみを提出してきます。そのため、登録業者の回収伝票と計

量証明の照合・訂正処理をする必要はありません。 

 

※「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）の際、持ち込み分の回収伝票にはフラグを立てるので回収伝票に「持ち込

み分」とメモをしておいてください 

※Ａ・Ｂどちらに該当するかは、回収伝票右下の回収方法欄を確認してください。 
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Ⅱ 登録団体が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理 

 

 【Ａ 登録業者が登録団体の資源物を回収している場合の処理方法】 

登録業者が登録団体の資源物を回収している場合、登録業者が計量証明を提出するため、登録団体は回

収伝票のみを提出します。よって、登録団体の回収伝票と計量証明の照合・訂正処理をする必要はありません。 

行政区ごとに、「Ｂ 登録団体が回収業者に資源物を持ち込んでいる場合」で処理した回収伝票と一緒に団体

番号順、日付順に並べて表紙をつけ、ひもで綴じ込んでください。表紙には、区番号・区名・実施月（例：「令和〇

年４月実施分」）を記入してください。 

 

 

【Ｂ 登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合】 

登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合、登録団体から回収伝票と計量証明が提出されます。 

「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P17）の際に、「Ｂ 登録団体が登録業者

に資源物を持ち込んでいる場合」（P18）として処理した登録業者の回収伝票に対応する（同じ登録団体、登録業

者、回収日付のもの）登録団体が提出した回収伝票について、回収伝票に記入されている数量（kg）と計量証明

に記入されている数量（kg）が一致しているかどうか、回収伝票ごとに確認を行います。 
 

手順 作業内容 注意点 

１ 

紙類の計量証明を発行した問屋が、横浜市が指定

する問屋であるかどうかを、「指定問屋リスト」で確認して

ください。確認が終了したら、計量証明の問屋名に鉛筆

でチェックを入れてください。 

指定した問屋以外の計量証明は無効となり、その分

の回収量は回収伝票の数量から差し引き、回収伝票を

赤字ボールペンで訂正してください。また、「納品データ

の作成について（5）指定外問屋リスト」（P45）を参照し

指定外問屋リストに必要事項を入力してください。 

 

回収伝票を訂正した場合は、支払通知書に

訂正内容を記載する必要があるので、訂正内

容のメモを残すなど、後で訂正データを作成で

きるようにしておいてください。（「納品データの作

成について (3)回収伝票訂正データ」（P43）参

照） 

金属類・びん類・布類のみの計量証明につい

ては、「指定問屋リスト」で確認を行なう必要はあ

りません。 

２ 

回収伝票に記入されている「回収日と計量証明に記

載されている計量日の整合が取れているか」「回収伝票

に記入されている数量（kg）と計量証明に記入されてい

る数量（kg）が一致しているか」を、品目別に確認しま

す。回収伝票１枚について計量証明が複数ある場合

は、品目別に集計を行い、確認します。 

確認が終了したら、回収伝票と計量証明の日付に鉛

筆でチェックを入れてください。 

※びんは 1 本当たり 0.5kg として換算します 

計量証明は、奨励金を支出する根拠となる

書類です。 

適切な証明書が添付されていないものは、登

録団体に連絡をして、正しい計量証明の提出を

求めてください。（「計量証明について」（P40）参

照） 
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手順 作業内容 注意点 

３ 

手順２の確認により、（回収伝票の数量）＞（計量

証明の数量）となった場合は、回収伝票を計量証明

の数値に赤字ボールペンで訂正してください。 

（回収伝票の数量）＜（計量証明の数量）となった

場合は、訂正の必要はありません。 

チェックが終了したら回収伝票の合計欄に鉛筆でチ

ェックを入れてください。 

訂正した場合は、支払通知書に訂正内容を記

載する必要があるので、訂正内容のメモを残すな

ど、後で訂正データを作成できるようにしておいてく

ださい。（「納品データの作成について(3)回収伝票

訂正データ」（P43）参照） 

品目の入れ違い（雑誌と段ボールの数量を間違

えて回収伝票に記入している）など、明らかな転記

ミスとわかるようなものについては、回収伝票の入

れ違いを正すなどの処理をしてください。 

 

「エ 訂正の理由」（P44）の理由番号 0・2・7 に

よりデータの訂正が必要となる場合は、必ず登録

団体に確認し、再提出の依頼または訂正処理を

行ってください。 

※ 「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）の際、持ち込み分の回収伝票にはフラグを立てるので、回収伝票に「持ち込

み分」とメモをしておいてください。 
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Ⅲ 回収伝票のデータ化 

 

ここでは、手順「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P17）、「Ⅱ 登録団体が提

出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P19)により、計量証明に基づいて回収量をチェックした回収伝票

を、下記のとおりデータ化します。 

 

１ 作成するデータ 

（1） 登録団体回収伝票データ 

（2） 登録業者回収伝票データ  

 

２ 入力項目 

（1） 登録団体回収伝票データ 

登録団体が提出した回収伝票（青色）に記載されている内容について下記の項目を、回収伝票ごとに入力

してください。登録団体回収伝票データは、納品データとなりますので、入力書式などについては「納品データ

の作成について」（P41）を参照してください。 

登録団体番号、登録団体名、登録業者番号、登録業者名、回収日付（回収伝票右上部の日付）、新聞回収

量、段ボール回収量、雑誌・その他の紙回収量、紙パック回収量、布類回収量、アルミ缶回収量、スチール缶

回収量、その他金属類回収量、びん類回収量（本数ではなく kg）、雑びん・カレット回収量、持ち込みフラグ（登

録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合はフラグを立てる） 

 

（2） 登録業者回収伝票データ 

登録業者が提出した回収伝票（ピンク色）に記載されている内容について「登録団体回収伝票データ」と同

じ入力項目で回収伝票ごとに入力してください。登録団体回収伝票データは、納品データとなりますので、入

力書式などについては「納品データの作成について」（P41）を参照してください。 

 

３ 入力上の注意 

２度入力を行うなど、入力間違いが絶対にないように処理してください。業務課は、回収伝票データに基づき、

登録団体と登録業者に奨励金を交付しますので、提出されたデータに誤りがあった際は、受託者に賠償を請求

する場合があります。 
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Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理 

 

ここでは、「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）で作成したファイルにより、登録団体と登録業者の回収量を回収伝

票ごとにデータ上で照合し、必要な訂正処理を行ないます。 

 

１ 回収量の照合方法 

（1） 回収伝票の照合 

登録団体の回収伝票と、登録業者の回収伝票のうち、登録団体番号・登録業者番号・回収日付が一致し

ているもの同士を、データ上で照合してください。 

（2） 回収量の照合 

登録団体と登録業者の回収量について、品目ごとの数量と、合計数量を照合してください（びん類は本数で

はなく kg で照合）。 
 

２ 回収量の相違に対する処理 

回収量を照合した結果、登録団体と登録業者の回収量が相違した回収伝票については、相違した原因を調査

し、下表のとおり必要な訂正処理を行なってください。 

訂正した場合は、支払通知書に訂正内容を記載する必要があるので、訂正内容のメモを残す等、後で訂正デ

ータを作成できるようにしておいてください（「納品データの作成について(3)回収伝票訂正データ」（P43）参照）。 

 
 

番号 理  由 処  理 

1 

「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝

票と計量証明の照合・訂正処理」

（P17）により、登録業者の回収伝

票の回収量を訂正したため。 

登録団体の回収伝票を、登録業者の回収伝票の数量に赤字ボー

ルペンで訂正し、訂正内容をメモした付箋を回収伝票に貼る。 

登録団体回収伝票データを、登録業者の回収伝票の数量に訂正

入力する。 

2 

「Ⅱ 登録団体が提出した回収伝

票と計量証明の照合・訂正処理」

（P19）により、登録団体の回収伝

票の回収量を訂正したため。 

登録業者の回収伝票を、登録団体の回収伝票の数量に赤字ボー

ルペンで訂正し、訂正内容をメモした付箋を回収伝票に貼る。 

登録業者回収伝票データを、登録団体の回収伝票の数量に訂正

入力する。 

3 

登録団体番号または登録業者番

号が誤っているため。 

正しい登録団体番号または登録業者番号を確認し、回収伝票に、

赤字ボールペンで訂正し、訂正内容をメモした付箋を貼る。 

回収伝票データを正しい番号を訂正入力し、再度照合する。 

4 

登録業者の回収伝票と照合する

登録団体の回収伝票が存在しな

い（登録団体が回収伝票を提出

していない）。 

登録団体に確認をとり、回収伝票の提出を依頼する。 

登録団体から提出がない場合には、登録業者の回収伝票の回収

量を全て赤字ボールペンで０に訂正し、訂正内容をメモした付箋を回

収伝票に貼る。 

登録業者回収伝票データに入力された回収量データを削除する。 
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番号 理  由 処  理 

5 

登録団体の回収伝票と照合する登録業者の

回収伝票が存在しない（登録業者が回収伝

票を提出していない）。 

登録業者に確認をとり、回収伝票の提出を依頼する。 

登録業者から提出がない場合には、登録団体の回収

伝票の回収量を全て赤字ボールペンで０に訂正し、訂正

内容をメモした付箋を回収伝票に貼る。 

登録団体回収伝票データに入力された回収量データ

を削除する。 

6 

複写式であるため、本来同じ数量が記載され

ているはずが、違う数量が記載されているた

め。 

業務課に連絡をして、処理方法について指示を受け

る。 

7 

複写式であるため、本来同じ回収日付が入

力されているはずが、違う日付が入っているた

め、照合する相手方の回収伝票がない。 

登録団体・登録業者・品目別の回収量が一致してい

るものは、同じ回収伝票として判断し、日付を登録業者

の回収伝票のものに統一し、再度照合する。 

８ 
回収伝票データの入力の際に、入力を誤った

ため。 

回収伝票データを訂正入力し、再度照合する。 

９ 
その他の理由による相違。 業務課に連絡をして、処理方法について指示を受け

る。 
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Ⅴ 支払通知書の作成 

 

以下のとおり、回収伝票の訂正内容を含んだ支払通知書を作成します。 

※支払通知書作成の流れ 

受託者が納品データ（納品データの作成について（P41））を業務課に提出→業務課にて納品データを確認し支

払データを作成→支払データをもとに受託者が支払通知書を作成 

 

１ 支払通知書とは 

登録団体と登録業者に、奨励金交付後に奨励金の交付を通知するものです。登録団体、登録業者ごとに作成

します。記載項目は下記のとおりです。 

 

（1） 登録団体番号または登録業者番号 

（2） 登録団体または登録業者名 

（3） 登録団体または登録業者送付先氏名 

（4） 登録団体または登録業者送付先郵便番号と住所 

（5） 支払通知文（通知内容は、業務課が指示します） 

（6） 回収量と支払金額と奨励金単価（業務課が引き渡す支払データに基づく） 

（7） 回収伝票の訂正内容（訂正があった登録団体または登録業者のみ記載） 

業務課が引き渡す訂正データに基づき、回収伝票、品目、訂正した数量、訂正した理由を示してください。

（登録団体・登録業者・回収年月日により、どの回収伝票を訂正したのか、特定してください） 

 

２ 支払データ 

業務課が受託者に引き渡す支払データは下記のとおりです。受託者は下記のデータを使用して、支払通知書

を作成すること。 

 

（1） 回収量・奨励金データ（受託者が納品したデータをもとに、業務課が作成して引き渡します） 

（2） 回収量訂正データ（受託者が納品したものを業務課が確認し、必要に応じて加除訂正をして引き渡します） 

（3） 奨励金単価データ 

（4） 支払通知書送付先名簿データ（支払通知書の送付先住所・氏名など） 

 

３ 記載書式 

（1） 書式 

別紙「支払通知書の書式について」のとおりとしますが、書式の変更については、柔軟に対応してください。 

（2） 印刷用紙 

グリーン購入法の基準に適合した用紙を使用してください。 

Ａ４用紙１枚に両面印刷としますが、訂正データが多い場合はＡ４用紙２枚以上としてもかまいません。ただ

し、その場合は、封入・封緘のチェックを別途行ってください。 

24



（3） 印刷位置 

登録団体・登録業者の番号、名称、送付先郵便番号、送付先住所、送付先氏名は、窓付き封筒の窓から

見える位置に印刷してください。 

 

４ 封入・封緘 

業務課が指定する書式・材質の窓付封筒(資料２「督促手紙・お知らせ手紙・支払通知書用窓付封筒書式（見

本）と材質」）を受託者にて用意し、作成した支払通知書を封入・封緘してください。 

業務課が用意した文書の同封をお願いすることがあります。同封する文書をお渡ししますので、受託者において 

３つ折りにし、支払通知書と一緒に封入・封緘してください。 

なお、令和５年２月実施分の登録団体の支払通知書については、資源集団回収登録団体奨励金交付申請 

書類等とともに、角２の窓付封筒に封入・封緘してください（Ｐ49 参照）。 

 

※支払通知書封入の注意事項 

支払通知書は個人情報を含んでいます。個人情報の紛失・誤送付が起こらないよう、封入に当たっては下記

のチェックを必ず行ってください。本件の発送は窓付き封筒で発送するため、宛名と発送物が不一致となることは

ありませんが、同一封筒に複数の発送物が混入し、誤送付となる危険性があります。 

横浜市では、横浜市の取扱う事務において、個人情報の紛失・誤送付が発生した場合は、事実関係について

必ず記者発表することにしています。万が一にもこのような事態が生じることのないよう、取り扱いについては厳重

に行なってください。 

 

(1) 印刷物の枚数確認 

印刷した支払通知書の枚数を数え、発送件数と一致しているか確認すること。 

※訂正項目が多く、支払通知書が２枚以上にわたる場合は特に注意すること。 
 

(2) 封入後の確認 

封入された封筒の窓を見て、宛名が印字されているかどうか、支払通知書が封入されているかどうか（空封

筒がないかどうか）を確認すること。 

また、糊付けの具合を見て、適切に封緘されているか（糊付けが弱くないか）、複数の封筒が貼り付いていな

いかを確認しながら封筒の数を数え、封筒の数が発送件数と一致しているかどうか確認すること。 
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(3) 印刷物の枚数確認 

支払通知書は郵便番号ごとにまとめ、 

・郵便番号（上３桁）のごとの発送件数の集計表（様式 10） 

・区ごとの支払通知書集計表（様式 11） 

・複数枚の支払通知書が封入されている業者の一覧表（様式 12） 

とともに業務課に納品すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※郵便番号（上３桁）の束ごとの枚数を数え、各束の枚数の一覧表を作成し、支払通知書とあわせ

て納品する。 

※段ボール箱は返却しません。 

※納品方法について、郵便局の指示等により変更があった場合には、業務課と協議のうえ対応する

こと。 

 

 

 

 

 

 

・ 郵便番号（上３桁）ごとに分けてまとめ、 

100 通ごとにビニール紐で束ねる（輪ゴムは不可）。 

・ 束ごとに、郵便番号(上３桁)及び束ねた枚数を「割引」

と書かれた紙に記入し、把束した最上部に添付する。 

101ー○○○○ 

様 

101ー○○○○ 

様 

・ 束を、郵便番号（上３桁）順に 

段ボール箱に詰める。 
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５ 支払通知書の書式について 

(1) 書式の種類 

ア 登録団体支払通知書 DS 

登録団体が申請した回収量のとおり交付する場合、または登録団体が申請した回収量を一部訂正して

交付する場合に使用する書式です。登録団体に対して通知します。 

イ 登録団体支払通知書 DN 

登録団体が申請した回収量をすべて訂正した結果、まったく支払対象とならなかった場合に使用する書

式です。登録団体に対して通知します。 

ウ 登録業者支払通知書 GS 

登録業者が申請した回収量のとおり交付する場合、または登録業者が申請した回収量を一部訂正して

交付する場合に使用する書式です。登録業者に対して通知します。 

※奨励金単価が０円であることにより支払金額が０円の場合も、回収量を通知するため出力してください。 

エ 登録業者支払通知書 GN 

登録業者が申請した回収量をすべて訂正した結果、まったく支払対象とならなかった場合に使用する書

式です。登録業者に対して通知します。 

オ 登録業者支払通知書 GM 

登録団体が持ち込んだ資源物を受け入れている登録業者に対して使用する書式です。持込の場合は登

録業者には奨励金が交付されませんが、登録団体には交付されますので、登録業者に対しては登録団体

の回収量を通知します。 

 

（2） 訂正記号の表記について 

訂正記号については、業務課が引き渡す回収量訂正データの訂正理由番号を、下記のとおり記号に置き

換えて表記してください。 

 

ア 登録団体向けの訂正表記 

理由
番号 

表記
記号 表記 

０ Ａ 
登録業者（持込の場合は登録団体）が計量証明を提出していません。計量証明がないものは回収量を

証明することができませんので、奨励金交付の対象となりません。 

１ なし  

２ Ｂ 

登録業者が提出した計量証明（持込の場合は登録団体）が、手書きや押印がないなどの理由により、適

切な計量証明と認められず、回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となり

ません。 

３ Ｃ 
回収伝票と、登録業者（持込の場合は登録団体）が提出した計量証明の照合の結果、回収伝票の数量

が計量証明の数量を上回る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。 

４ なし  

５ Ｄ 
登録業者が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象となりませ

ん。 
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理由
番号 

表記
記号 表記 

６ Ｅ 
登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致しているは

ずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量に訂正しています。 

７ Ｆ 
登録業者が提出した計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認

められません。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりません。 

８ Ｇ 
回収した業者が資源集団回収に登録されていません。登録外業者による回収は奨励金交付の対象とな

りません。 

９ Ｈ 平成 23 年 12 月 1 日回収分より「その他金属類」は、奨励金交付の対象とはなりません。 

 

 

 

イ 登録業者向けの訂正表記 GS 及び GN 用 

理由
番号 

表記
記号 表記 

０ Ａ 
計量証明が提出されておらず、回収量を証明することができないものは、奨励金交付の対象となりませ

ん。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

１ なし  

２ Ｂ 

提出された計量証明が、手書きや押印がないなどの理由により、適切な計量証明と認められず、回収量

を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりません。登録団体の回収量も同様の

訂正をしています。 

３ Ｃ 
回収伝票と計量証明の照合をおこなったところ、回収伝票の数量が計量証明の数量を上回る場合は、

計量証明に一致するよう訂正しています。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

４ Ｄ 
登録団体が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象となりませ

ん。 

５ なし  

６ Ｅ 
登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致しているは

ずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量に訂正しています。 

７ Ｆ 

提出された計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認められませ

ん。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりません。登録団体の回収

量も同様の訂正をしています。 

８ Ｇ 回収した団体が資源集団回収に登録されていないため、奨励金交付の対象となりません。 

９ Ｈ 平成 23 年 12 月 1 日回収分より「その他金属類」は、奨励金交付の対象とはなりません。 
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ウ 登録業者向けの訂正表記 GM 用 

理由
番号 

表記
記号 表記 

０ Ａ 
登録団体から計量証明が提出されておらず、回収量を証明することができないものは、登録団体に対す

る奨励金交付の対象とならないので回収量を訂正しています。 

１ なし  

２ Ｂ 

提出された計量証明が、手書きや押印がないなどの理由により、適切な計量証明と認められず、回収量

を証明することができないものについては、登録団体に対する奨励金交付の対象となりませんので、回収

量を訂正しています。 

３ Ｃ 
回収伝票と計量証明の照合をおこなったところ、回収伝票の数量が計量証明の数量を上回る場合は、

計量証明に一致するよう訂正しています。 

４ Ｄ 登録団体が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、回収量を訂正しています。 

５ なし  

６ Ｅ 
登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致しているは

ずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量に訂正しています。 

７ Ｆ 

提出された計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認められませ

ん。回収量を証明することができないものについては、登録団体に対する奨励金交付の対象となりません

ので、回収量を訂正しています。 

８ Ｇ 回収した団体が資源集団回収に登録されていないため、奨励金交付の対象となりません。 

９ Ｈ 平成 23 年 12 月 1 日回収分より「その他金属類」は、奨励金交付の対象とはなりません。 
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登録団体番号           ＤＳ 

登録団体名 

登録団体送付先郵便番号 

登録団体送付先住所 

登録団体送付先氏名 

【支払通知書書式 登録団体用 ＤＳ】 

 

 

 

  

  

 

 年 月 日 

横浜市資源循環局業務課資源化係 

TEL  045-671-3819 

FAX  045-662-1225 

登録団体代表者 様 

 

   年 月実施分 横浜市資源集団回収 登録団体奨励金 支払通知書 

 

  年 月実施分の資源集団回収登録団体奨励金の支払について、登録の口座に、 月  日に振込手続きを行い

ました。横浜銀行を通じて振込を行いますので、金融機関によっては振込日から２～３営業日後の入金となる場合

がありますので、ご了承ください。 

 また、通帳で入金が確認できない場合は、振込口座に相違があり、入金エラーとなっている可能性がありますの

で、お手数をおかけして申し訳ございませんが、横浜市資源循環局業務課までご連絡いただくようお願い申し上げ

ます。入金エラーとなったものについては、業務課にて振込内容を訂正して再度振込を行います。 

☆奨励金は登録団体と登録業者の両者が申請した回収量を照合し、一致したもののみ交付されます。

回収を実施しても登録業者が申請をしないと登録団体に奨励金は交付されませんので、奨励金の

申請にあたっては双方で申請書類の提出をご確認ください。 

【回収量と支払金額】 

品目 回収量(kg) 支払金額(円) 品目 回収量(kg) 支払金額(円) 

新聞   アルミ缶   

ダンボール   スチール缶   

雑誌・その他の紙   回収びん   

紙パック   雑びん・カレット   

布類   合 計   

※奨励金単価３円/kg 

なお、登録団体と登録業者が提出した回収伝票の照合の結果、両者の回収量に相違などがある場合は、下記のと

おり訂正処理をして奨励金を交付しております。訂正理由の詳細については裏面でご確認ください。 

※平成 23年 12月１日以降の回収分について、「その他金属類」は奨励金の対象となりません。 

※下表に記載のない場合は訂正はございません 

回収伝票日付 登録業者名 品目 申請量 交付量 訂正記号（裏面参照） 

      

      

      

※この通知は 年 月 日現在で登録されている代表者・担当者のご住所にお送りしております。 

                                            （裏面あり） 
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 (ＤＳ) 

回収量の審査と回収量の訂正理由について 

 

 資源集団回収奨励金は、回収量に応じて交付しておりますが、この回収量は登録業者（持込の場合は登録団

体）が提出する計量証明に基づいています。計量証明とは、登録業者（持込の場合は登録団体）が回収した資

源物を問屋に持ち込んだ際に、問屋が発行する書類で、資源物の重量が記載されたものです。 

【回収伝票の作成】 

※登録団体と登録業者のどちらが回収伝票を作成するのかは、両者のお話し合いで決めていいただいておりま

す 

 

 

 

 

 

  

 横浜市では、奨励金の交付にあたり、登録団体と登録業者から提出された回収伝票と、計量証明の照合を行

い、交付対象となる回収量を決定しています。 

【奨励金の申請】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の処理の結果、申請された回収量を訂正しております。訂正理由の詳細については、表面に記載された

訂正記号ごとに下表でご確認ください。 

 

訂正記号 訂正理由詳細 

Ａ 
登録業者（持込の場合は登録団体）が計量証明を提出していません。計量証明がないものは回収

量を証明することができませんので、奨励金交付の対象となりません。 

Ｂ 

登録業者が提出した計量証明（持込の場合は登録団体）が、手書きや押印がないなどの理由によ

り、適切な計量証明と認められず、回収量を証明することができないものについては、奨励金交

付の対象となりません。 

Ｃ 
回収伝票と、登録業者（持込の場合は登録団体）が提出した計量証明の照合の結果、回収伝票の

数量が計量証明の数量を上回る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。 

Ｄ 
登録業者が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象となり

ません。 

Ｅ 

登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致してい

るはずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量に訂正してい

ます。 

Ｆ 

登録業者が提出した計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と

認められません。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりま

せん。 

Ｇ 
回収した業者が資源集団回収に登録されていません。登録外業者による回収は奨励金交付の対象

となりません。 

Ｈ 平成 23年 12月１日回収分より「その他金属類」は、奨励金の対象とはなりません。 

問屋への

持込 
資源物の回収 問屋が計量証明

を発行 

計量証明の数量に

基づき回収伝票を

作成（４枚綴り） 

回収伝票を二つに

分ける（４枚綴り） 

登録団体用伝票（２

枚綴り）青色 

登録業者用伝票（２

枚綴り）ピンク 

それぞれ横浜市に申請書類（申請

書・回収伝票）を提出。登録業者

は計量証明も提出（持込の場合は

登録団体）。 

問屋が発行した

計量証明 
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登録団体番号          ＤＮ 

登録団体名 

登録団体送付先郵便番号 

登録団体送付先住所 

登録団体送付先氏名 

【支払通知書書式 登録団体用 ＤＮ】 訂正により支払なし 

 

 

 

  

   

 

 年 月 日 

 

横浜市資源循環局業務課資源化係 

TEL  045-671-3819 

FAX  045-662-1225 

登録団体代表者 様 

 

   年 月実施分 横浜市資源集団回収 登録団体奨励金の交付について 

 

  年 月実施分の資源集団回収登録団体奨励金の申請をいただきましたが、登録業者が提出した回収

伝票および計量証明との照合を行い、回収量を訂正したところ、貴団体の申請が奨励金交付の対象とな

りませんでした。照合内容と回収量の訂正の詳細については、下表および裏面でご確認ください。 

☆奨励金は登録団体と登録業者の両者が申請した回収量を照合し、一致したもののみ交付されます。

回収を実施しても登録業者が申請をしないと登録団体に奨励金は交付されませんので、奨励金の

申請に当たっては双方で申請書類の提出をご確認ください。 

 

【回収量の訂正について】 

 登録団体と登録業者が提出した回収伝票の照合の結果、両者の回収量に相違などがある場合は、下記

のとおり訂正処理をしております。 

回収伝票日付 登録業者名 品目 申請量 訂正後の回収量 訂正記号（裏面参照） 

      

      

      

※訂正理由の詳細については裏面でご確認ください 

 

※この通知は    年 月 日現在で登録されている代表者・担当者様のご住所にお送りしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面あり） 
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 (ＤＮ) 

回収量の審査と回収量の訂正理由について 

 

 資源集団回収奨励金は、回収量に応じて交付しておりますが、この回収量は登録業者（持込の場

合は登録団体）が提出する計量証明に基づいています。計量証明とは、登録業者（持込の場合は登

録団体）が回収した資源物を問屋に持ち込んだ際に、問屋が発行する書類で、資源物の重量が記載

されたものです。 

【回収伝票の作成】 

※登録団体と登録業者のどちらが回収伝票を作成するのかは、両者のお話し合いで決めていいただ

いております 

 

 

 

 

 

  

 横浜市では、奨励金の交付にあたり、登録団体と登録業者から提出された回収伝票と、計量証明

の照合を行い、交付対象となる回収量を決定しています。 

【奨励金の申請】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の処理の結果、申請された回収量を訂正しております。訂正理由の詳細については、表面に

記載された訂正記号ごとに下表でご確認ください。 

 

訂正記号 訂正理由詳細 

Ａ 
登録業者（持込の場合は登録団体）が計量証明を提出していません。計量証明がないものは回収

量を証明することができませんので、奨励金交付の対象となりません。 

Ｂ 

登録業者が提出した計量証明（持込の場合は登録団体）が、手書きや押印がないなどの理由によ

り、適切な計量証明と認められず、回収量を証明することができないものについては、奨励金交

付の対象となりません。 

Ｃ 
回収伝票と、登録業者（持込の場合は登録団体）が提出した計量証明の照合の結果、回収伝票の

数量が計量証明の数量を上回る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。 

Ｄ 
登録業者が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象となり

ません。 

Ｅ 

登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致してい

るはずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量に訂正してい

ます。 

Ｆ 

登録業者が提出した計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と

認められません。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりま

せん。 

Ｇ 
回収した業者が資源集団回収に登録されていません。登録外業者による回収は奨励金交付の対象

となりません。 

Ｈ 平成 23年 12月１日回収分より「その他金属類」は、奨励金の対象とはなりません。 

問屋への

持込 
資源物の回収 問屋が計量証明

を発行 

計量証明の数量に

基づき回収伝票を

作成（４枚綴り） 

回収伝票を二つに

分ける（４枚綴り） 

登録団体用伝票（２

枚綴り）青色 

登録業者用伝票（２

枚綴り）ピンク 

それぞれ横浜市に申請書類（申請

書・回収伝票）を提出。登録業者

は計量証明も提出（持込の場合は

登録団体）。 

問屋が発行した

計量証明 
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登録業者番号             ＧＳ 

登録業者名 

登録業者送付先郵便番号 

登録業者送付先住所 

登録業者送付先氏名 

【支払通知書書式 登録業者用 ＧＳ】 

 

 

 

 

 

  

 

 年 月 日 

 

横浜市資源循環局業務課資源化係 

TEL  045-671-3819 

FAX  045-662-1225 

登録業者 代表者 様 

 

   年 月実施分 横浜市資源集団回収 登録業者奨励金 支払通知書 

 

  年 月実施分の資源集団回収登録業者奨励金の支払について、登録の口座に、 月 日に振込手続

きを行いました。横浜銀行を通じて振込を行いますので、金融機関によっては振込日から２～３営業日

後の入金となる場合がありますので、ご了承ください。 

※紙類、金属類のみの申請の場合は、現在奨励金単価が０円であるため、奨励金の振込みを行なってお

りません。 

 また、通帳で入金が確認できない場合は、振込口座に相違があり、入金エラーとなっている可能性が

ありますので、お手数をおかけして申し訳ございませんが、横浜市資源循環局業務課までご連絡いただ

くようお願い申し上げます。入金エラーとなったものについては、業務課にて振込内容を訂正して再度

振込を行います。 

☆奨励金は登録団体と登録業者の両者が申請した回収量を照合し、一致したもののみ交付されます。

回収を実施しても登録団体が申請をしないと登録業者に奨励金は交付されませんので、奨励金の

申請に当たっては双方で申請書類の提出をご確認ください。 

【回収量と支払金額】 

品目 回収量(kg) 支払金額(円) 品目 回収量(kg) 支払金額(円) 

新聞   アルミ缶   

段ボール   スチール缶   

雑誌・その他の紙   回収びん   

紙パック   雑びん・カレット   

布類   合 計   

※奨励金単価 紙類○.○円/kg、布類○.○円/kg、金属類○.○円/kg、びん類○.○円/kg 

 なお、登録団体と登録業者が提出した回収伝票の照合の結果、両者の回収量に相違などがある場合は、

下記のとおり訂正処理をして奨励金を交付しております。訂正理由の詳細については裏面でご確認くだ

さい。 

※下表に記載のない場合は訂正はございません 

回収伝票日付 登録団体名 品目 申請量 交付量 訂正記号（裏面参照） 

      

      

      

（裏面あり） 

  

  

34



 (ＧＳ) 

回収量の審査と回収量の訂正理由について 

 

 資源集団回収奨励金は、回収量に応じて交付しておりますが、この回収量は登録業者（持込の場

合は登録団体）が提出する計量証明に基づいています。 

【回収伝票の作成】 

※登録団体と登録業者のどちらが回収伝票を作成するのかは、両者のお話し合いで決めていいただ

いております 

 

 

 

 

 

  

 横浜市では、奨励金の交付にあたり、登録団体と登録業者から提出された回収伝票と、計量証明

の照合を行い、交付対象となる回収量を決定しています。 

【奨励金の申請】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の処理の結果、申請された回収量を訂正する場合があります。表面に回収量の訂正が記載さ

れている場合は、訂正記号ごとに下表で訂正理由の詳細をご確認ください。 

訂正記号 訂正理由詳細 

Ａ 
計量証明が提出されておらず、回収量を証明することができないものは、奨励金交付の対

象となりません。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｂ 

提出された計量証明が、手書きや押印がないなどの理由により、適切な計量証明と認めら

れず、回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりません。

登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｃ 

回収伝票と計量証明の照合をおこなったところ、回収伝票の数量が計量証明の数量を上回

る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。登録団体の回収量も同様の訂正をし

ています。 

Ｄ 
登録団体が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象

となりません。 

Ｅ 

登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致

しているはずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量

に訂正しています。 

Ｆ 

提出された計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認

められません。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象とな

りません。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｇ 回収した団体が資源集団回収に登録されていないため、奨励金交付の対象となりません。 

Ｈ 平成 23年 12月１日回収分より「その他金属類」は、奨励金の対象とはなりません。 

  

問屋への

持込 
資源物の回収 問屋が計量証明

を発行 

計量証明の数量に

基づき回収伝票を

作成（４枚綴り） 

回収伝票を二つに

分ける（４枚綴り） 

登録団体用伝票（２

枚綴り）青色 

登録業者用伝票（２

枚綴り）ピンク 

それぞれ横浜市に申請書類（申請

書・回収伝票）を提出。登録業者

は計量証明も提出（持込の場合は

登録団体）。 

問屋が発行した

計量証明 
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登録業者番号          ＧＮ 

登録業者名 

登録業者送付先郵便番号 

登録業者送付先住所 

登録業者送付先氏名 

【支払通知書書式 登録業者用 ＧＮ】訂正により支払なし 

 

   

 

 

 

 

 年 月 日 

 

横浜市資源循環局業務課資源化係 

TEL  045-671-3819 

FAX  045-662-1225 

登録業者 代表者 様 

 

 年 月実施分 横浜市資源集団回収 登録業者奨励金の交付について 

 

  年 月実施分の資源集団回収登録業者奨励金の申請をいただきましたが、計量証明との照合、登

録団体が提出した回収伝票との照合を行い、回収量を訂正したところ、貴社の申請が奨励金交付の対

象となりませんでした。照合内容と回収量の訂正の詳細については、下表および裏面でご確認くださ

い。 

※○○類の回収については、現在奨励金単価が０円/kg であるため交付対象となった場合でも交付額は

０円となりますが、審査の結果をお知らせするためにご通知させていただいております。ご了承く

ださい。 

※平成 23年 12 月１日以降の回収分について、「その他金属類」は奨励金の対象となりません。 
 

☆奨励金は登録団体と登録業者の両者が申請した回収量を照合し、一致したもののみ交付されます。 

回収を実施しても登録団体が申請をしないと登録業者に奨励金は交付されませんので、奨励金の申請

に当たっては双方で申請書類の提出をご確認ください。 

 

【回収量の訂正について】 

 登録団体と登録業者が提出した回収伝票の照合の結果、両者の回収量に相違などがある場合は、下

記のとおり訂正処理をしております。 

回収伝票日付 登録団体名 品目 申請量 訂正後の回収量 訂正記号（裏面参照） 

      

      

      

※訂正理由の詳細については裏面でご確認ください 

 

                                    （裏面あり） 

36



 (ＧＮ) 

回収量の審査と回収量の訂正理由について 

 

 資源集団回収奨励金は、回収量に応じて交付しておりますが、この回収量は登録業者（持込の場

合は登録団体）が提出する計量証明に基づいています。 

【回収伝票の作成】 

※登録団体と登録業者のどちらが回収伝票を作成するのかは、両者のお話し合いで決めていいただ

いております 

 

 

 

 

 

  

 横浜市では、奨励金の交付にあたり、登録団体と登録業者から提出された回収伝票と、計量証明

の照合を行い、交付対象となる回収量を決定しています。 

【奨励金の申請】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の処理の結果、申請された回収量を訂正しております。訂正理由の詳細については、表面に

記載された訂正記号ごとに下表でご確認ください。 

訂正記号 訂正理由詳細 

Ａ 
計量証明が提出されておらず、回収量を証明することができないものは、奨励金交付の対

象となりません。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｂ 

提出された計量証明が、手書きや押印がないなどの理由により、適切な計量証明と認めら

れず、回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象となりません。

登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｃ 

回収伝票と計量証明の照合をおこなったところ、回収伝票の数量が計量証明の数量を上回

る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。登録団体の回収量も同様の訂正をし

ています。 

Ｄ 
登録団体が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、奨励金交付の対象

となりません。 

Ｅ 

登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致

しているはずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量

に訂正しています。 

Ｆ 

提出された計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認

められません。回収量を証明することができないものについては、奨励金交付の対象とな

りません。登録団体の回収量も同様の訂正をしています。 

Ｇ 回収した団体が資源集団回収に登録されていないため、奨励金交付の対象となりません。 

Ｈ 平成 23年 12月１日回収分より「その他金属類」は、奨励金の対象とはなりません。 

 

問屋への

持込 
資源物の回収 問屋が計量証明

を発行 

計量証明の数量に

基づき回収伝票を

作成（４枚綴り） 

回収伝票を二つに

分ける（４枚綴り） 

登録団体用伝票（２

枚綴り）青色 

登録業者用伝票（２

枚綴り）ピンク 

それぞれ横浜市に申請書類（申請

書・回収伝票）を提出。登録業者

は計量証明も提出（持込の場合は

登録団体）。 

問屋が発行した

計量証明 
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登録業者番号            ＧＭ 

登録業者名 

登録業者送付先郵便番号 

登録業者送付先住所 

登録業者送付先氏名 

【支払通知書書式 登録業者用 ＧＭ】持込用 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 年 月 日 

 

横浜市資源循環局業務課資源化係 

TEL  045-671-3819 

FAX  045-662-1225 

登録業者 代表者 様 

 

 年 月実施分 横浜市資源集団回収 持込み分の回収量決定について 

 

 登録団体の持込による 年 月実施分の資源集団回収について、貴社が提出された回収伝票と、登録

団体が提出した回収伝票および計量証明との照合を行い、両者が一致した回収量を決定しましたので、

お知らせいたします。持込分については貴社に対して奨励金は交付されませんが、登録団体に対しては

決定した回収量に応じて（１ｋｇあたり３円）奨励金を交付します。 

 

【持込による回収量】 

品目 回収量(kg) 品目 回収量(kg) 

新聞  アルミ缶  

段ボール  スチール缶  

雑誌・その他の紙  回収びん  

紙パック  雑びん・カレット  

布類  合 計  

 

 なお、登録団体と登録業者が提出した回収伝票の照合の結果、両者の回収量に相違などがある場合は、

下記のとおり回収量を訂正しています。訂正理由の詳細については裏面でご確認ください。 

※下表に記載のない場合は訂正はございません 

回収伝票日付 登録団体名 品目 申請量 訂正後の回収量 訂正記号（裏面参照） 

      

      

      

 

 

 

（裏面あり） 
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（ＧＭ） 

回収量の審査と回収量の訂正理由について 

 

 資源集団回収奨励金は、回収量に応じて交付しておりますが、この回収量は登録業者（持込の場

合は登録団体）が提出する計量証明に基づいています。 

【回収伝票の作成】 

※登録団体と登録業者のどちらが回収伝票を作成するのかは、両者のお話し合いで決めていいただ

いております 

 

 

 

 

 

  

 横浜市では、奨励金の交付にあたり、登録団体と登録業者から提出された回収伝票と、計量証明

の照合を行い、実施団体への奨励金交付対象となる回収量を決定しています。 

【奨励金の申請】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の処理の結果、申請された回収量を訂正する場合があります。表面に回収量の訂正が記載さ

れている場合は、訂正記号ごとに下表で訂正理由の詳細をご確認ください。 

訂正記号 訂正理由詳細 

Ａ 
登録団体から計量証明が提出されておらず、回収量を証明することができないものは、登

録団体に対する奨励金交付の対象とならないので回収量を訂正しています。 

Ｂ 

提出された計量証明が、手書きや押印がないなどの理由により、適切な計量証明と認めら

れず、回収量を証明することができないものについては、登録団体に対する奨励金交付の

対象となりませんので、回収量を訂正しています。 

Ｃ 
回収伝票と計量証明の照合をおこなったところ、回収伝票の数量が計量証明の数量を上回

る場合は、計量証明に一致するよう訂正しています。 

Ｄ 
登録団体が回収伝票を提出していません。回収の確認ができないため、回収量を訂正して

います。 

Ｅ 

登録団体と登録業者が提出した回収伝票の数量は、複写式で作成するため、本来必ず一致

しているはずですが、両者の数量が異なっています。この場合は原則的に計量証明の数量

に訂正しています。 

Ｆ 

提出された計量証明の日付が回収伝票の日付と整合がとれないため、適切な計量証明と認

められません。回収量を証明することができないものについては、登録団体に対する奨励

金交付の対象となりませんので、回収量を訂正しています。 

Ｇ 回収した団体が資源集団回収に登録されていないため、奨励金交付の対象となりません。 

Ｈ 平成 23年 12月１日回収分より「その他金属類」は、奨励金の対象とはなりません。 

 

問屋への

持込 
資源物の回収 問屋が計量証明

を発行 

計量証明の数量に

基づき回収伝票を

作成（４枚綴り） 

回収伝票を二つに

分ける（４枚綴り） 

登録団体用伝票（２

枚綴り）青色 

登録業者用伝票（２

枚綴り）ピンク 

それぞれ横浜市に申請書類（申請

書・回収伝票）を提出。登録業者

は計量証明も提出（持込の場合は

登録団体）。 

問屋が発行した

計量証明 
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計量証明について 

 

１ 計量証明とは 

登録業者が登録団体から資源物を回収した後、資源問屋に持ち込んで回収物をおろした際に、資源問屋が

発行する証明書です。資源集団回収の回収量は計量証明が根拠となります。 

 

２ 計量証明の記載事項と処理について 

品目 記載事項 処理 

・紙類 計量結果を証明する数量が印字で表示さ

れていること（正味重量が手書きでも計量

重量が印字されているものは可）。 

発行した問屋が「指定問屋リスト」に記載さ

れていること。 

左記の事項を満たさないものは、計量証明と

みなさず、計量証明のコピーをとり（同様の計量

証明が大量にある場合は 1 枚のみコピー）、業

務課に FAX（662-1225）し、指示を仰ぐ。 

・布類 

・金属類 

・びん類 

計量結果を証明する数量が印字で表示さ

れていること（正味重量が手書きでも計量

重量が印字されているものは可）。 

手書きの場合は、回収した業者が他社に

売払ったことを証明する書類（売払の伝票

など）に、買受会社の代表取締役または店

長の印が押印されていること。 

発行した問屋の名称が記載されているこ

と。 

左記の事項を満たさないものは、計量証明と

みなさず、計量証明のコピーをとり（同様の計量

証明が大量にある場合は 1 枚のみコピー）、回

収業者に問合せを行い、送付を依頼する。 

 

 

 

３ 業務課への連絡について 

計量証明の記載事項について疑義があり、判断が難しい場合は、業務課に必ず連絡して確認してください。 
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納品データの作成について 

１ 作成する納品データ 

(1) 登録団体回収伝票データ 

(2) 登録業者回収伝票データ 

(3) 回収伝票訂正データ 

(4) 代表者氏名相違リスト 

(5) 指定外問屋リスト 

(6) 支払通知書データ 

 

２ 作成方法について 

(1) 登録団体回収伝票データ 

「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）と「Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理」（P22）作

業終了後、回収量が確定した登録団体の回収伝票データを下記の形式で提出してください。 

 

ア ファイル形式 

ＣＳＶ形式（項目ごとにカンマ区切り） 

イ ファイル名 

「○○年○○月実施分登録団体回収伝票データ」 

ウ 入力データ列名称と書式等 

回収伝票一枚につき 1 行で作成し、数字はすべて半角（1 ﾊﾞｲﾄ）とします。 

 
列名称 データ型 

最
大ﾊﾞ
ｲﾄ 

文字長 書式等 

1 登録団体番号 1 テキスト型 2 固定 登録団体番号左から２桁 

2 登録団体番号 2 テキスト型 3 固定 登録団体番号右から３桁 

3 登録団体名 テキスト型 80 可変 「登録団体一覧表」の名称と一致していること 

4 登録業者番号 1 テキスト型 2 固定 登録業者番号左から２桁 

5 登録業者番号 2 テキスト型 3 固定 登録業者番号右から３桁 

6 登録業者名 テキスト型 80 可変 「登録業者一覧表」の名称と一致していること 

7 回収年月日 テキスト型 8 固定 年月日８桁（YYYYMMDD） 

8 新聞回収量 数値型 11 可変 Kg 単 位  9 桁 ＋ 小 数 点 ＋ １ 桁

（999999999.9） 

※ 小数点以下が「0」又は「なし」の場合は、 

「小数点＋１桁」は省略すること 

  例）10.0（Kg）→ 10 

    10（Kg） → 10 

 

9 段ボール回収量 数値型 11 可変 

10 雑誌・その他の紙回収量 数値型 11 可変 

11 紙パック回収量 数値型 11 可変 

12 布類回収量 数値型 11 可変 

13 アルミ缶回収量 数値型 11 可変 

14 スチール缶回収量 数値型 11 可変  
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 列名称 データ型 
最大
ﾊﾞｲﾄ 文字長 書式等 

15 その他金属回収量 数値型 11 可変  

16 びん類回収量 数値型 11 可変 8～15 と同じ 

17 雑びん・カレット回収量 数値型 11 可変 

18 持ち込みフラグ 数値型 1 固定 登録団体が登録業者に資源物を持ち込んで

いる場合「1」を入力 

登録業者が資源物を回収している場合には

「2」を入力 

 

 

(2) 回収業者回収伝票データ 

「Ⅲ 回収伝票のデータ化」（P21）と「Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理」（P22）作

業終了後、回収量が確定した登録業者の回収伝票データを下記の形式で提出してください。 

 

ア ファイル形式 

エクセル形式 

イ ファイル名 

「○○年○○月実施分登録業者回収伝票データ」 

ウ 入力データ列名称と書式等 

回収伝票一枚につき 1 行で作成し、数字はすべて半角とします。 
 

列名称 データ型 書式等 

登録団体番号 1 テキスト型 登録団体番号左から２桁 

登録団体番号 2 テキスト型 登録団体番号右から３桁 

登録団体名 テキスト型 「登録団体一覧表」の名称と一致していること 

登録業者番号 1 テキスト型 登録業者番号左から２桁 

登録業者番号 2 テキスト型 登録業者番号右から３桁 

登録業者名 テキスト型 「登録業者一覧表」の名称と一致していること 

回収年 テキスト型 西暦４桁 

回収月 テキスト型 ２桁表記 

回収日 テキスト型 ２桁表記 

新聞回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

段ボール回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

雑誌・その他の紙回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

紙パック回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

布類回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

アルミ缶回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

スチール缶回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 
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列名称 データ型 書式等 

その他金属類回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

びん類回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

雑びん・カレット回収量 数値型 Kg 単位 小数点 1 桁 

持ち込みフラグ 数値型 
登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合「1」を入

力。登録業者が資源物を回収している場合には「2」を入力 

 

 

(3) 回収伝票訂正データ 

「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P17）、「Ⅱ 登録団体が提出した回収

伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P19）及び「Ⅳ 登録団体回収量と登録業者回収量の照合訂正処理」

（P22）作業時に発生した、回収伝票の訂正について、下記の形式でデータを作成して提出してください。 

 

ア ファイル形式 

エクセル形式 

イ ファイル名 

「○○年○○月実施分回収伝票訂正データ」 

ウ 入力項目 

回収伝票ごと、訂正理由の発生した理由ごとに 1 行で作成してください。 
 

列名称 書式等 

回収伝票種別 登録団体回収伝票（青色）は「1」登録業者回収伝票は「2」（ピンク） 

持ち込みフラグ 
登録団体が登録業者に資源物を持ち込んでいる場合「1」を入力 

登録業者が資源物を回収している場合には「2」を入力 

回収伝票日付 回収伝票右上部の日付 

登録団体番号 回収伝票に記載されているもの 

登録団体名 「登録団体一覧表」の名称と一致していること 

登録業者番号 回収伝票に記載されているもの 

登録業者名 「登録業者一覧表」の名称と一致していること 

訂正理由番号 下記「エ 訂正の理由」参照 

訂正前新聞回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前段ボール回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前雑誌・その他の紙回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前紙パック回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前布類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前アルミ缶回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前スチール缶回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 
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列名称 書式等 

訂正前その他金属類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前びん類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前雑びん・カレット回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正前合計回収量 各品目の合計 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後新聞回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後段ボール回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後雑誌・その他の紙回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後紙パック回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後布類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後アルミ缶回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後スチール缶回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後その他金属類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後びん類回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後雑びん・カレット回収量 Kg 単位 小数点 1 桁 

訂正後合計回収量 各品目の合計 Kg 単位 小数点 1 桁 

 

エ 訂正の理由 

下記のいずれに当たるのかを番号により訂正データに入力すること 
 

理由番号 理由 

０ 計量証明が添付されていない。 

１ 指定問屋以外の計量証明が添付されていたため、計量証明を無効とみなした。 

２ 手書きや押印がないなどの理由により、計量証明を無効とみなした。 

３ 
（回収伝票の数量）＞（計量証明の数量）となっているため、または計量証明から回収伝票への転

記が誤っているため。（計量証明の集計の誤りも含む） 

４ 
登録業者の回収伝票と照合する登録団体の回収伝票が存在しない。（登録団体が回収伝票を

提出していない） 

５ 
登録団体の回収伝票と照合する登録業者の回収伝票が存在しない。（登録業者が回収伝票を

提出していない） 

６ 複写式であるため、本来同じ数量が記載されているはずが、違う数量が記載されているため。 

７ 計量証明の日付が適切でないので、計量証明を無効とみなした。 

８ 登録外業者または登録外団体による回収のため。 

９ 「その他金属」は、奨励金対象外のため。 

 その他の理由による相違（番号については業務課に問い合わせること） 

※理由番号については、番号を追加、変更する場合があります 
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(4) 代表者氏名相違リスト 

登録団体から提出された奨励金交付申請書と、該当月の登録団体受付簿それぞれに記載されている代

表者の氏名が異なる場合に入力し提出してください。 

 列名称 データ型 
最大
ﾊﾞｲﾄ 

文字
長 書式等 

1 登録団体番号 1 テキスト型 2 固定 登録団体番号左から２桁 

2 登録団体番号 2 テキスト型 3 固定 登録団体番号右から３桁 

 

(5) 指定外問屋リスト 

 「Ⅰ 登録業者が提出した回収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P17）、「Ⅱ 登録団体が提出した回

収伝票と計量証明の照合・訂正処理」（P19）作業時に入力した「指定外問屋リスト」は、下記の形式でデータ

を提出してください。 

 

ア ファイル形式 

エクセル形式 

イ ファイル名 

「○○年○○月実施分指定外問屋リスト」 

ウ 入力項目 

指定外の問屋が発行した計量証明 1 枚につき 1 行ごと作成してください。 
 

列名称 書式等 

回収伝票日付 回収伝票右上部の日付 

登録団体番号 回収伝票に記載されているもの 

登録団体名 「登録団体一覧表」の名称と一致していること 

登録業者番号 回収伝票に記載されているもの 

登録業者名 「登録業者一覧表」の名称と一致していること 

問屋名称 計量証明に記載されているもの 

問屋郵便番号 計量証明に記載されていない場合は省略可 

問屋住所 計量証明に記載されていない場合は省略可 

問屋連絡先 計量証明に記載されていない場合は省略可 

新聞回収量 計量証明の重量 Kg 単位 小数点 1 桁 

段ボール回収量 計量証明の重量 Kg 単位 小数点 1 桁 

雑誌・その他の紙回収量 計量証明の重量 Kg 単位 小数点 1 桁 

紙パック回収量 計量証明の重量 Kg 単位 小数点 1 桁 

合計回収量 各品目の合計  Kg 単位 小数点 1 桁 

 

(6) 支払通知書データ 

「Ⅴ 支払通知書の作成」（P24）作業時に作成する「支払通知書」については、下記の形式でデータを提出

してください。 
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ア ファイル形式 

ＰＤＦ形式 

イ ファイル名 

下記のとおり、各ファイルに分けて作成してください。各ファイルの支払通知書のデータは、登録番号順にし

て納品してください。 

(ｱ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書データＤＳ」 

(ｲ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書データＤＮ」 

(ｳ) 「○○年○○月実施分登録業者支払通知書データＧＳ」 

(ｴ) 「○○年○○月実施分登録業者支払通知書データＧＮ」 

(ｵ) 「○○年○○月実施分登録業者支払通知書データＧＭ」 

(ｶ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 01 鶴見」 

(ｷ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 02 神奈川」 

(ｸ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 03 西」 

(ｹ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 04 中」 

(ｺ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 05 南」 

(ｻ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 06 港南」 

(ｼ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 07 保土ケ谷」 

(ｽ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 08 旭」 

(ｾ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 09 磯子」 

(ｿ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 10 金沢」 

(ﾀ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 11 港北」 

(ﾁ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 12 緑」 

(ﾂ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 13 青葉」 

(ﾃ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 14 都筑」 

(ﾄ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 15 戸塚」 

(ﾅ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 16 栄」 

(ﾆ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 17 泉」 

(ﾇ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DS 氏名抜き 18 瀬谷」 

(ﾈ) 「○○年○○月実施分登録団体支払通知書 DN 氏名抜き」 

 ※(ｶ)～(ﾈ)については送付先欄の住所氏名を抜いて作成（登録団体番号と名称は記載） 

 

 

３ 納品データのチェックについて 

納品データについては、業務課が毎月アクセスによりチェックを行い、奨励金支払手続きを進めます。納品から

奨励金の支払までは期間が約半月となっておりますので、正確なデータの納品および迅速な内容チェックが必

要となります。受託者は、業務課の指示に従い、必要に応じて内容の修正等を行ってください。 
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申請書および伝票の納品について 

 

＜団体伝票＞ 

 
表紙 

 
 
 
 
 

伝票（青色） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

＜団体申請書＞ 

 
 

 

 

 

 

          ・ 

          ・ 

          ・ 

 

 

 

・ 登録番号順にならべ、区ごとに

束ねる（ひもで綴じた後に輪ゴ

ムでとめる）。 

・ 束の一番上に区名と登録番号

を書いた表紙をつける。 

平成○年○月実施分 

○○区 

○○―○○○～○○―○○○ 

・ 束を行政区順に段ボール箱に詰める。 

・ 段ボールの外側からも中身が分かるよ

う、Ａ５サイズの紙２枚に記載（○年○

月 団体伝票 登録番号○～○）し側

面に貼り付ける。 

 

横浜市資源集団回収伝票 

奨励金交付申請書 
・・・・・・・・・・・ 

○・・・・ 

・ 登録番号順にならべ、区ごとに束

ねる（ひもで綴じた後に輪ゴムでと

める）。 

・ 束を行政区順に段ボール箱に詰める。 

・ 段ボールの外側からも中身が分かるよ

う、Ａ５サイズの紙２枚に記載（○年○月 

団体申請書）し側面に貼り付ける。 
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＜業者申請書・伝票＞ 

申請書 

 

 

 

 

 

団体Ａ伝票（ピンク色） 

 

 

 

 

 

     団体Ａ計量証明 

 

 

 

 

 

以下、 

団体Ｂ伝票 

団体Ｂ計量証明 

     ・ 

     ・ 

     ・ 

と続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※団体伝票、団体申請書、業者申請書・伝票は、基本的にはそれぞれ別の箱に入れますが、中身が分かるよう段

ボールの外側に明記した上で、同じ箱に合わせて入れても問題ありません。 

※段ボール箱は返却しません。 

・ 業者ごとに、団体登録番号順にな

らべ、束ねる。 

・ 束の一番上に申請書をつける。 

・ 枚数の少ない業者についてはひも

や輪ゴムで束ねず、ホチキスでとめ

ていただいて構いません。 

奨励金交付申請書 

○・・・・ 

横浜市資源集団回収伝票 

・・・・・・・・・・・ 

・ 束を業者登録番号順に 

段ボール箱に詰める。 

 

・ 段ボールの外側からも中身が分かるよ

う、Ａ５サイズの紙２枚に記載（○年○月 

業者伝票 登録番号○～○）し側面に

貼り付ける。 

 

計量票 

○○㈱ 
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資源集団回収登録団体奨励金交付申請書類等の封入・封緘作業について  

 

１ 封入物について 

封筒１枚につき、下記の書類を封入するものとします。 

(1) 通知文書 

   Ａ４サイズの紙６枚です。枚数については変更となる場合があります。 

(2) 「令和５年２月実施分 横浜市資源集団回収 登録団体奨励金 支払通知書」 

(3) 「横浜市資源集団回収 登録団体 奨励金交付申請書（令和５年６月実施分～令和６年５月実施分）」 

   Ａ５サイズの冊子１冊です。１冊は24ページです。ページ数については変更となる場合があります。 

なお、封入する順番については、「令和５年２月実施分 横浜市資源集団回収 登録団体奨励金 支払通知

書」を一番上とし、その他の物については作業前に業務課の指示に従うものとします。 

 

２ 封入数について 

４，４００通（概算） 

 

３ 封入物及び封筒の引渡しについて 

上記１(1)の通知文書及び封筒（角形２号）ついては、業務課まで引取りに来てください（令和５年５月10日（水）

に引渡し予定）。 

上記１(3)の冊子については、令和５年５月16日（火）までに、印刷業者から受託者へ直接納品されます。 

 

４ 封緘について 

上記１に記載の封入物を封筒に封入・封緘してください。 

ただし、支払通知書のない封筒については、支払通知書以外を封入した後、封緘せずに納品してください。 

封緘する際は、透明なテープを用いてください。（布テープやクラフトテープの使用は原則として認めません）。 

  

５ 作業時の注意事項 

  支払通知書は１つの封筒に複数枚封入しないでください。 

封入が終了した封筒の数を２度数え、支払通知書入りの封筒の数が、支払通知書の発送件数と一致している

か確認してください。 

   

６ 納品について 

封入・封緘作業を終えた封筒については、業務課が受託者の作業場所で納品確認を行います。確認が終了し

たら業務課の指示する場所へ運搬してください。 
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７ 納品時の注意事項 

登録団体番号順に並べ、郵便番号別に分けて納品してください。 

支払通知書のない封筒については、登録番号順に並べた封筒とは別にまとめて納品してください。 

郵便番号ごとの封筒数を一覧表にして、納品してください。 

 

８ 納品について 

令和５年５月29日（月）に行ってください。時間については業務課と調整することとします。 
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個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 
 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持
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ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 
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（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先）  

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  
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（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 
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電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款

（以下「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等（開発、

運用、保守及びデータ処理等をいう。）の委託契約に関する横浜市(以

下「委託者」という。)が保有する情報（非開示情報（横浜市の保有する

情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第７条第

２項に規定する非開示情報をいう。以下同じ。）及び非開示情報以外

の情報をいう。以下同じ。）の取扱いについて、必要な事項を定めるも

のである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）

は、情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を遂行するた

めの情報の取扱いにあたっては、委託者の業務に支障が生じることの

ないよう、情報を適正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による業務に係る情報の漏えい、滅失、き

損及び改ざんの防止その他の情報の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

２ 受託者は情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、情報の

適正な管理を実施する者として管理責任者を選定し、委託者に通知し

なければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、電子計算機を設置する場

所、情報を保管する場所その他の情報を取り扱う場所（以下「作業場

所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び

管理責任体制について委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理

責任体制に関し、委託者が理由を示して異議を申し出た場合には、こ

れらの措置を変更しなければならない。なお、措置の変更に伴い経費

が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

（従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による業務に従事している者（以下「従事

者」という。）に対し、この契約による業務に関して知り得た非開示情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必要か

つ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除

された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による業務を遂行するために情報を収集す

るときは、当該業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務に係る情報を、当該業務を遂行する目的以外

の目的で利用してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除

き、この契約による業務を遂行するに当たって委託者から提供された、

非開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（以下、「非開示資料等」という。）を複写し、又は複製してはならな

い。ただし、契約による業務を効率的に処理するため受託者の管理下

において使用する場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合は、受託者は、複写又は複製した資料の名称、

数量、その他委託者が指定する項目について、速やかに委託者に報

告しなければならない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務を遂行するために委託者から貸与され、又は

受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料等を作業場所

の外へ持ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による業務を遂行するために得た非開示情

報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、

あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により非開示情報を取り扱う業務を

再委託する場合は、当該再委託を受けた者（以下「再受託者」という。）

の当該業務に関する行為について、委託者に対しすべての責任を負

うとともに、第１条第２項に定める基本的な情報の取扱いを再受託者に

対して課し、あわせて第２条の規定を再受託者に遵守させるために必

要な措置を講じなければならない。 

３ 受託者は、前項の再委託を行う場合は、受託者及び再受託者が特

記事項を遵守するために必要な事項及び委託者が指示する事項を再

受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、再受託者に対し、当該再委託による業務を遂行するため

に得た非開示情報を更なる委託等により第三者に取り扱わせることを

禁止し、その旨を再受託者と約定しなければならない。 

（非開示資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による業務を遂行するために委託者から貸

与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料

等を、この契約が終了し、又は解除された後直ちに委託者に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、当該

方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、委託者が当該非開示資料等の廃棄

を指示した場合、廃棄方法は焼却、シュレッダー等による裁断、復元

困難な消去等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法に

よらなければならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内

に情報を返還せず、又は廃棄しないときは、委託者は、受託者に代わ

って当該情報を回収し、又は廃棄することができる。この場合におい

て、受託者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることが

できず、委託者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならな

い。 

（報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、受託者に対

して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、報告を

求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状

況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査するこ

とができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託

者の負担とする。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用

を要した分については、委託者がこれを負担しなければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託

者がこの契約による業務のために収集した情報について、火災その他

の災害、盗難、漏えい、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被

害、不正な利用、不正アクセス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそ

れがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示

に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

（引渡し） 

第12条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」と

いう。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添

えて委託者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時を

もって契約の履行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができる。 

(1) この契約による業務を遂行するために受託者又は再受託者が取り

扱う非開示情報について、受託者又は再受託者の責に帰すべき理

由による漏えい、滅失、き損及び改ざんがあったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、この契約による業

務の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 委託者は、受託者が特記事項前条の規定による検査に不合格となっ

たときは、この契約を解除することができる。 

（著作権等の取扱い） 

第14条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについ

ては、約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによ

る。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第

26条の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（第二

次著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目

的物の引渡し時に委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４

号に該当しない場合においても、その使用のために、この契約によ

り作成される目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できる

ものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権

法第18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができ

ないものとする。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作

権は、受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者

は、委託者に対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の

目的物を使用するために必要な範囲で、著作権法に基づく利用を

無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段

の定めをした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特

許権その他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただ

し、委託者の責に帰すべき事由を起因として権利侵害となる場合は、

この限りではない。 
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登
録
番

号
団
体
名

代
表
者
氏
名

代
表
者
住
所

代
表
者
電
話
番
号

担
当
者
氏
名

担
当
者
住
所

担
当
者
電
話
番
号

受
付
日

処
理
日

郵
送

持
込

備
考

0
1
-
0
0
1

○
○
自
治
会

横
浜
　
太
郎

鶴
見
区
港
町
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

み
な
と
　
太
郎

鶴
見
区
港
町
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
2
日

4
月
1
3
日

1
0
1
-
0
0
2

○
○
子
ど
も
会

横
浜
　
花
子

鶴
見
区
住
吉
町
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

み
な
と
　
花
子

鶴
見
区
住
吉
町
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
3
日

4
月
1
3
日

1
0
1
-
0
0
3

○
○
自
治
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
3
日

4
月
1
4
日

1
0
1
-
0
0
4

○
○
子
ど
も
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
6
日

4
月
1
7
日

1
0
1
-
0
0
5

○
○
自
治
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

0
1
-
0
0
6

○
○
子
ど
も
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
6
日

4
月
1
8
日

1
0
1
-
0
0
7

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

0
1
-
0
0
8

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
6
日

4
月
1
7
日

1
0
1
-
0
0
9

○
○
自
治
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
7
日

4
月
1
7
日

1
0
1
-
0
1
0

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

0
1
-
0
1
1

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

0
1
-
0
1
2

○
○
自
治
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
8
日

4
月
1
9
日

1
○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

1
8
-
5
0
0

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
3
日

4
月
1
3
日

1
1
8
-
5
0
1

○
○
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
3
日

4
月
1
4
日

1
1
8
-
5
0
2

○
○
自
治
会

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

○
○
　
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
‐
○
○
○
○

4
月
1
6
日

4
月
1
7
日

1

月
分
　
登
録
団
体
受
付
簿

受
付

簿
に

は
、

申
請

書
の

有
無

に
関

わ
ら

ず
、

毎
月

、
お

渡
し

す
る

全
て

の
登

録
団

体
を

反
映

さ
せ

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

こ
と

に
よ

り
、

未
提

出
の

団
体

の
ピ

ッ
ク

ア
ッ

プ
が

容
易

に
な

り
ま

す

郵
送

ま
た

は
事

務
所

経
由

の
持

込
み

の
区

別
が

つ
く

よ
う

に
何

ら
か

の
チ

ェ
ッ

ク
を

入
れ

て
く

だ
さ

い
。

受
付

日
は

書
類

が
届

い
た

日
付

、
処

理
日

は
書

類
の

処
理

が
全

て
終

了
し

た
（

問
合

せ
等

が
あ

っ
た

場
合

は
、

問
合

せ
結

果
後

）
日

付
を

入
力

。

様
式

１

63



登
録

番
号

業
者

名
代
表

者
氏

名
住

所
受

付
日

処
理

日
備

考
0
1
-
0
0
1

○
○

紙
業

横
浜
　
太

郎
鶴

見
区

港
町

○
○

4
月

1
2
日

4
月

1
3
日

0
1
-
0
0
2

○
○

興
産

横
浜
　
花

子
鶴

見
区

住
吉

町
○

○
4
月

1
3
日

4
月

1
3
日

0
1
-
0
0
3

○
○

サ
ー
ビ
ス

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
3
日

4
月

1
4
日

0
1
-
0
0
4

○
○

回
収

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
6
日

4
月

1
7
日

0
1
-
0
0
5

○
○

商
店

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

0
1
-
0
0
6

○
○

サ
ー
ビ
ス

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
6
日

4
月

1
8
日

0
1
-
0
0
7

○
○

回
収

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

0
1
-
0
0
8

○
○

商
店

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
6
日

4
月

1
7
日

0
1
-
0
0
9

○
○

紙
業

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
7
日

4
月

1
7
日

0
1
-
0
1
0

○
○

商
店

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

0
1
-
0
1
1

○
○

紙
業

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

0
1
-
0
1
2

○
○

商
店

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
8
日

4
月

1
9
日

1
8
-
5
0
0

○
○

商
店

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
3
日

4
月

1
3
日

1
8
-
5
0
1

○
○

紙
業

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
3
日

4
月

1
4
日

1
8
-
5
0
2

○
○

紙
業

○
○
　
○

○
○

○
○
○

○
○

4
月

1
6
日

4
月

1
7
日

月
分
　
登

録
業

者
受

付
簿

受
付

簿
に

は
、

申
請

書
の

有
無

に
関

わ
ら

ず
、

毎
月

、
お

渡
し

す
る

全
て

の
登

録
業

者
を

反
映

さ
せ

て
く

だ
さ

い
。

こ
の

こ
と

に
よ

り
、

未
提

出
の

登
録

業
者

の
ピ

ッ
ク

ア
ッ

プ
が

容
易

に
な

り
ま

す

受
付

日
は

書
類

が
届

い
た

日
付

、
処

理
日

は
書

類
の

処
理

が
全

て
終

了
し

た
（

問
合

せ
等

が
あ

っ
た

場
合

は
、

問
合

せ
結

果
後

）
日

付
を

入
力

。

様
式
２
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　奨励金申請書類　引取確認書    　 　年　　　　月

引取日 受託者担当者 受託者担当者

1日 16日

2日 17日

3日 18日

4日 19日

5日 20日

6日 21日

7日 22日

8日 23日

9日 24日

10日 25日

11日 26日

12日 27日

13日 28日

14日 29日

15日 30日

31日

様式３
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　　　送　　付　　書

　　　　　年　　　月　　　日

（受託者名）宛 　　　　　　　　　　　　事務所

資源集団回収

月実施分(提出　　　　回目)

　　奨励金交付申請書類 　団体分

団体登録番号

　　　 事務所担当者確認・サイン欄

　　　収　受　確　認　書
　　　　　年　　　月　　　日
　
（受託者名）

事務所

資源集団回収

月実施分 (提出　　　　回目)

　　奨励金交付申請書類 　団体分

団体番号

　　　 （受託者）担当者確認

　　　　・サイン欄

送付する団体の数
を記入

送付する団体の
登録番号を全て記入

事務所 → 受託者
（業務課経由）

受託者 → 事務所
（業務課経由）

受領した団体の数を
記入

受領した団体の
登録番号を全て記入

様式４
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　送　　付　　書　（変更届）

　　　　　年　　　月　　　日

事務所　宛 （受託者名）

資源集団回収

変更届 部 　

　　 受託者担当者確認・サイン欄

　収受確認書　（変更届）

　　　　　年　　　月　　　日

（受託者名）
事務所

資源集団回収

変更届 部

　　　 事務所担当者確認・サイン欄

受託者→ 事務所
（業務課経由）

事務所→ 受託者
（業務課経由）

様式５
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未提出登録団体リスト（○月実施分） 　年.□月.□日 現在

申請書 伝票

1 01-○○○ ○○自治会 × ×

2 01-××× ××管理組合 ○ ×

3 01-△△△ △△子供会 × ○

100 18-□□□ □□町内会 ○ ×

未提出書類
登録番号 団体名No. 備考

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

様式６
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未提出登録業者リスト（○月実施分） 　年.□月.□日 現在

申請書 伝票 計量証明

1 01-○○○ ○○商店 × × ×

2 01-××× ××　株式会社 ○ × ×

3 01-△△△
株式会社　△△紙
業

× ○ ×

10 20-□□□ 有限会社　□□ × × ○

備考No. 登録番号 業者名
未提出書類

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・

様式７
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○
月

実
施

分
登

録
団

体
電

話
対

応
記

録
　

年
.□

月
.□

日
 現

在

N
o
.

登
録

番
号

団
体

名
通

話
相

手
日

時
受

信
／

発
信

理
由

応
対

記
録

1
0
1
-
○

○
○

○
○

自
治

会
担

当
者

4
/
1
7
 1

0
:2

0
受

信
申

請
書

未
提

出
こ

れ
か

ら
送

り
ま

す
4
/
2
0
提

出
2

0
1
-
△

△
△

△
△

子
供

会
代

表
者

4
/
7
 1

7
:2

5
発

信
伝

票
枚

数
確

認
不

在
代

表
者

4
/
9
 1

0
:0

0
受

信
申

請
書

を
入

れ
て

５
枚

で
伝

票
は

４
枚

と
の

事

1
0
0

1
8
-
□

□
□

□
□

町
内

会
担

当
者

4
/
1
5
 1

2
:3

0
受

信
伝

票
未

提
出

伝
票

を
業

者
に

再
発

行
し

て
も

ら
い

送
る

と
の

事
4
/
3
0
提

出

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

様
式

8
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○
月

実
施

分
登

録
業

者
電

話
対

応
記

録
　

年
.□

月
.□

日
 現

在

N
o
.

登
録

番
号

業
者

名
連

絡
先

日
時

受
信

／
発

信
理

由
応

対
記

録

1
0
1
-
○

○
○

○
○

商
店

会
社

4
/
1
 1

2
:0

0
発

信
転

記
ミ

ス
○

○
自

治
会

○
月

○
日

回
収

の
計

量
証

の
中

に
○

月
×

日
の

計
量

証
有

り
で

連
絡

・
○

日
回

収
分

の
伝

票
転

記
ミ

ス
な

の
で

確
認

の
上

、
訂

正

2
0
1
-
×

×
×

×
×

　
株

式
会

社
会

社
4
/
3
 1

6
:3

0
発

信
実

施
日

×
×

町
内

会
○

月
△

日
回

収
分

を
確

認
の

上
、

○
月

□
日

に
訂

正

2
5

2
0
-
□

□
□

有
限

会
社

　
□

□
会

社
4
/
1
4
 1

0
:2

5
受

信
計

量
証

明
未

提
出

□
□

管
理

組
合

○
月

△
日

回
収

の
計

量
証

不
足

、
送

り
ま

す
と

の
事

4
/
1
8
提

出

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

様
式

9
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郵便番号別集計表（×月実施分）

郵便番号 枚数

101 1

102 2

103 2

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

252 4

合計 4200

様式10
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区別集計表（○月実施分）

区 ＤＳ ＧＳ ＧＭ ＤＮ ＧＮ

０１ 260 10 5

０２ 280 5 1

０３ 240 2 1

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

２０ 30 5

合計 4100 150 10 1 0

様式11
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複数枚業者一覧（△月実施分）

郵便番号 業者番号 業者名 枚数

213-0005 20-○○○ ○○紙業㈱ 2

224-0057 14-△△△ ㈱○○ 4

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

250-0033 20-××× ○○(有) 3

様式12
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